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はじめに 
本ガイドラインは、独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）が発注する「業務実

施契約」の契約の履行に必要となる契約管理について定めています。 

「業務実施契約」が主に対象とする開発途上国の事業は、一般的に、ある程度の

変動要素や不確定要素が存在します。業務を取り巻く環境の変化等に対し、時には、

契約内容の変更も含めて、柔軟に対応することが求められます。「業務実施契約」

では、「発注者」と「受注者」の権限の一部を、実務上の責任者である「監督職員」

と「業務主任者」に委任することで、「監督職員」と「業務主任者」とが共同で、

柔軟かつ迅速に対応ができるようにしています。 

また、「業務実施契約」には、業務の性格、見込まれる変動要素や不確定要素の

大きさ等によって、「実費精算契約」と「ランプサム契約」の２つの契約方式があ

ります。本ガイドラインは３章構成とし、第１章は「業務実施契約」に共通する

「契約管理の基本的な考え方と枠組み」について、第２章は「実費精算契約の契約

管理手続き」について、第３章は「ランプサム契約の契約管理手続き」について解

説します。はじめて「業務実施契約」を担当する方は、まず第1章を読んで基本的な

考え方を理解してください。そのうえで、担当する業務の契約方式に応じた該当部

分をお読みください。 

本ガイドラインに基づき、契約管理を適切に行っていただき、業務に期待される

成果を実現し、より大きな開発効果の創出につなげてください。 

本ガイドラインは2023年10月以降の公示案件に適用します。2023年10月以

前に公示した案件について、一部適用外となるものがありますので「別添資料６ 

2023年10月以前の公示案件に適用する場合の留意事項」をご確認ください。 

  

 【本ガイドラインの構成】 

第１章：契約管理の基本的な考え方と枠組み 

第２章：実費精算契約における契約管理手続き 

第３章：ランプサム契約における契約管理手続き 
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第１章 契約管理の基本的な考え方と枠組み 

本章では、はじめに「契約管理の考え方と基本的な枠組み」について解説しま

す。次に「実費精算契約」と「ランプサム契約」の契約の性質と相違点について

解説します。 

 

１． 契約管理と基本文書 

（１） 契約管理 

契約管理の主な業務は、次の２つです。 

 

１．「契約内容」に基づき、業務を適正に実施することを管理・監督すること 

「受注者」は、「契約内容」に基づいて、業務を適正に実施し完了すること（「契

約の適正な履行の確保」）が求められます。これに対し、「発注者」は、「受注者」に

よる業務の実施を監督し、「業務主任者」に対して必要な指示や協議を行います。ま

た、「発注者」と「受注者」は、業務の適正な実施に当たり、本ガイドラインはじめ

各種ガイドラインで定める必要な手続きを行います。 

 

２．業務を取り巻く環境の変化等に対し必要に応じ「契約内容」を適切に見直すこと  

「業務実施契約」が対象とする業務は、開発途上国において、その政府機関等を

カウンターパート（C/P）1として行う業務であり、業務を取り巻く環境の変化等に

応じて、契約内容を変更することも場合により必要です。 

「契約内容の変更」の頻度は、その業務に伴う変動要素や不確定要素によって当

然のことながら異なります。変動要素が限定的で、「業務内容」や「契約金額」をあ

らかじめ確定する「ランプサム契約」を適用している場合であれば、原則は「契約

内容の変更」がないことを前提としますので、「契約内容の変更」を行うことは限定

的です。一方、「業務内容」や「契約金額」があらかじめ確定できない「実費精算契

約」では、「契約内容の変更」を前提とし、その変更の対応が重要になります。 

 

（２） 契約管理の対象 

契約管理の対象となる「契約内容」は、次の３つです。 

 

1. 業務内容等（いつまでに（期限）、何を（業務内容）、どのように(実施方法)） 

2. 経費（いくらで（契約金額と内訳、支払計画）） 

3. 業務従事者（誰が） 

 

なお、本ガイドラインでは、狭義の「業務内容（何を）」に対し、広義の「業務内

容（いつまでに、何を、どのように）」を「業務内容等」と記載することで区別しま

す。また、「２．契約金額と内訳」と「３．業務従事者」は、「１．業務内容」を実

施するための投入という関係にあります。 

 

  

 
1 ODA 事業を共同で実施する相手国政府/関係機関の人員をいう。 
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（３） 契約管理の基本文書 

契約管理が根拠にするものは、第一に契約書です。契約書は、表１－１に示すよ

うに、契約書本体、約款（業務実施契約約款）、附属書（Ⅰ～Ⅲ）の３つから構成さ

れています。しかし、契約管理を行うためには、これだけでは十分ではありません。

契約書が規定する内容をさらに詳細化した 6 つの文書（業務計画書、契約金額詳細

内訳書、支払計画書、業務従事者名簿、契約開始時の合意事項、成果品等提出計画

表）が、契約書を補完しています（「補完文書」）。これらを併せて、契約書の約款で

は「本契約及びその他関係書類（「契約書等」）」としています。本ガイドラインでは、

これらを便宜的に、契約管理の「基本文書」と呼ぶことにします。 

表１－１：基本文書の構成 

 文書名称 

契約書 契約書本体（案件個別の履行期間、契約金額） 

業務実施契約約款（業務実施契約の共通契約ルール） 

共通仕様書（業務実施契約共通の業務の仕様）【附属書Ⅰ】 

特記仕様書（個別業務の仕様）【附属書Ⅱ】 

契約金額内訳書【附属書Ⅲ】 

契約書の補完

文書（補完文

書） 

 

業務計画書 

契約金額詳細内訳書 

支払計画書 

業務従事者名簿 

契約開始時の合意事項 

成果品等提出計画表 

 

「１．（１）契約管理」では、契約管理の主な業務は、①「契約内容」に基づい

て業務を実施し、②必要に応じ「契約内容」を変更すること、であると説明しまし

た。この「契約内容」を定めるものが「基本文書」となります。契約内容の３つの

内訳（「業務内容等」、「経費（契約金額と内訳）」、「業務従事者」）と基本文書との

関係を図１－１に示します。 
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図 1-1：契約管理の枠組み 

 
 

２． 発注者と受注者、監督職員と業務主任者 

「業務実施契約」では、「発注者」と「受注者2」とが、その権限の一部を「監督

職員」と「業務主任者」に委任することで、契約内容（基本文書）の変更に柔軟に

対応できるようにしています。ここでは、「発注者」「受注者」「監督職員3」「業務主

任者」について解説します。 

なお、本ガイドラインでは、業務を補佐する担当者も含めて「監督職員」「業務主

任者」「契約担当課長」で代表させて記載しています。 

 

（１） 発注者と受注者 

「業務実施契約」における「発注者」と「受注者」は、契約書の署名者であり、

「発注者」は JICA 契約担当役理事、「受注者」は受注企業等の代表者になります。

契約書の変更では、①契約金額の変更、②業務内容の重大な変更（特記仕様書の作

業項目の追加等）、③履行期間の変更は、「発注者」と「受注者」の権限とされてい

ます（業務実施契約約款第７条）。 

 

（２） 監督職員 

「監督職員」は、通常は JICA 案件担当課長（JICA 在外事務所主管案件は JICA

在外事務所次長）が担い、基本文書、特に業務計画書に基づき業務が適切に実施さ

れているかを確認し、「業務主任者」に対して必要な指示や協議を行うなど、「受注

者」による契約の適正な履行を監督します。特に①業務内容、②契約金額の内訳、

③業務従事者について、「発注者」から委任された権限の範囲内で、「業務主任者」

と変更を合意する権限を有しています（業務実施契約約款第６条）。 

 
2 「受注者」は、正しくは契約締結以後の呼称であり、契約交渉時は「第一交渉権者」ですが、本ガイドラインでは「受注者」

で表記を統一しています。 
3 「監督職員」は、正しくは契約締結以後の呼称であり、契約交渉時は「JICA 案件担当課長（JICA 在外事務所主管案件では

案件担当次長）」ですが、本ガイドラインでは「監督職員」で表記を統一しています。 
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なお、実施中案件における在外事務所の役割については第 2 章・第 3 章の２．を

ご参照ください4。 

 

（３） 業務主任者 

「業務主任者」は、「受注者」の業務従事者チームを総括管理する者が担い、契約

変更が必要と考えられる契約内容の変更等を除き、「受注者」の権限を有し（業務実

施契約約款第７条）、「監督職員」と協力して、契約の適正な履行を確保します。 

なお、「プロポーザル」において、その配置を提案した場合に限り、副業務主任者

を置くことができます。副業務主任者は、業務主任者の権限を代理で執行すること

が可能です（業務実施契約約款第 7条）。 

 

３． 契約内容の変更と権限 

「発注者」と「受注者」が契約書を、軽微な変更も含めて、その都度変更するこ

とは、事務コストや迅速性の観点で合理的ではありません。「発注者」と「受注者」

から権限を委任された範囲内であれば「監督職員」と「業務主任者」が「打合簿」

を交わすことで対応できるようにし、さらに軽微な変更については、「受注者の裁

量」としています。 

契約内容の変更に関する権限の階層は、次の３つです。 

１. 発注者/受注者による契約書の変更等（「契約変更等」） 

２. 監督職員/業務主任者の打合簿による変更等（「打合簿による変更等」） 

３. 受注者の裁量による軽微な変更等（「受注者の裁量」） 

 

これをまとめたものが図１－２と表1－３です。この権限の階層には、契約内容の

変更だけでなく、本ガイドラインで定める「受注者（業務主任者）」からの報告の

確認、業務を分割して契約する場合の継続契約の締結方針等も含め「契約変更等」

「打合簿による変更等」としています。 

 

図１－２：発注者、受注者、監督職員、業務主任者の関係 

 
 

 

 
4 従来任命していた分任監督職員については、在外事務所の役割で十分にカバーされるため、廃止しました。 
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表１－３：権限の階層 
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【打合簿】 

「監督職員」と「業務主任者」との間の打合せ事項（指示、承諾、協議、確

認）5を記録として残すものが「打合簿」です。「監督職員」と「業務主任者」

は、本ガイドラインを含む各種ガイドラインで必要とされる報告を承諾・確認す

る場合や、契約内容を変更する場合は必ず「打合簿」を作成します（契約管理上

必須の打合簿です）。「受注者」にとっては、事前の合意を証明する文書となりま

す。本ガイドラインでは、契約管理上必須の打合簿について説明します。 

一方、契約管理上は必須でなくとも、業務管理上必要であれば、「監督職員」

と「業務主任者」の判断で、打合簿を作成することができます。 

 

「監督職員」と「業務主任者」は、「発注者」と「受注者」から委任されている

権限の範囲をよく理解し、契約変更が必要な変更（業務内容の大幅な変更、契約金

額や履行期間の変更）を、打合簿だけで済ませないよう注意してください。 

同様に、「受注者」は「受注者の裁量」の範囲をよく理解し、「監督職員」と打

合簿による承諾・確認が必要な事項を「受注者」だけの判断で進めないようにして

ください。 

 

４． 監督職員と業務主任者の主な業務 

上記１～３までを踏まえ、「監督職員」と「業務主任者」の主な業務をまとめる

と、次の２つになります。 

 

1. 「監督職員」と「業務主任者」は、「基本文書」、特に「業務計画書」どおり

に業務が実施されているかを管理・監督することが主要業務になります。

「業務主任者」は、業務の実施を適切に管理し、「監督職員」は「業務主任

者」による業務の実施を監督します。両者は密接な連絡を取り合い、業務の

進捗共有に努めます。「業務主任者」は「コンサルタント業務従事月報（「月

報」）」により業務の進捗状況を毎月報告し、「監督職員」はそれを確認し、

必要に応じて「業務主任者」と協議し、必要に応じ指示します。 

 

2. 「監督職員」と「業務主任者」は、業務を取り巻く状況に変化等があった場

合には、必要に応じて、「契約内容/基本文書」を適切に変更できるようにし

ます。両者は、その権限の範囲内であれば「打合簿」を交わすことで変更す

ることができます。その権限を越えて、契約書の変更が必要な場合には、

「発注者」と「受注者」による契約書の変更（「契約変更」）を行うための必

要な手続きをとります。なお、「実費精算契約」と「ランプサム契約」で

は、「契約内容の変更」の考え方が異なりますので、第２章/第３章を参照し

てください。 

 

 
5（１）指示 監督職員が受注者（業務主任者）に対し、監督職員等の所掌権限に係る方針、基準、計画等（以下「所掌権限事

項」という。）を示し、実施させることをいう。（２）承諾 受注者（業務主任者）が監督職員等に所掌権限事項を報告し、監

督職員が所掌権限に基づき了解することをいう。（３）協議 所掌権限事項について、監督職員等と受注者（業務主任者）が

対等の立場で合議し、結論を得ることをいう。（４）確認 監督職員等が、受注者の裁量に属する事項について、その方向性

を確かめること、又は発注者の判断を支援するため発注者の権限にする事項についてあらかじめ確かめることをいう（業務

実施契約共通仕様書第３条）。 
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５． 実費精算契約とランプサム契約 

「業務実施契約」には、契約の性質によって、「実費精算契約」と「ランプサム契

約」の２つの契約方式があります。両方式の概要は表 1－4のとおりです。 

「実費精算契約」は、「受注者」に過度なリスクを負わせることなく、業務を取り

巻く環境の変化等に柔軟に対応できる反面、事務コスト（契約内容の変更、精算）

が大きいという性質があります。一方、「ランプサム契約」は、「受注者」が一定の

リスクを許容する反面、「受注者」にとって、投入（業務従事者、経費）は自由裁量

となります。 

表１－４：実費精算契約とランプサム契約 

 実費精算契約 ランプサム契約 

概要 契約締結時に支払金額は確定せ

ず、最終的に業務に要した実費

（「発注者」が承諾したもの）

に、「受注者」の報酬を加算して

契約金額内で支払金額を決定する

契約方式。 

契約締結時に支払金額を確定し、

業務の完了（成果品の完成）に対

して確定額を支払う契約方式。 

対象業務 業務内容をあらかじめ確定できな

い、あるいは、変動要素や不確定

要素が大きい業務。 

業務内容があらかじめ確定でき、

成果（成果品）が明確で、変動要

素や不確定要素が小さい業務。 

原則、企画競争（QBS 方式）（注）

の案件 

原則、一般競争入札（総合評価落

札方式）又は企画競争（ＱＣＢＳ

方式）（注） 

例えば、開発途上国の政府機関の

能力向上を、相手国政府機関と共

同で定期的に業務内容を見直しな

がら、数年間という長期にわたっ

て行うような業務は、「実費精算

契約」が適しています。 

例えば、調査内容や報告書（成果

品）の記載内容が明確である調査

業務、内容・人数・期間が明確な

研修業務などは、見込まれる変動

要素や不確定要素が小さければ、

「ランプサム契約」が適していま

す。 

特徴 契約内容の変更を前提とする（契

約内容の変更手続きが必要） 

契約内容に変更がないことを前提

とする（ただし、当初の業務実施

上の条件から大幅な変更が生じた

場合は契約変更も可能） 

精算は必要 精算は不要 

「発注者」による投入（業務従

事者、経費）の確認が必要。 

 

「受注者」は、業務従事者の従

事計画と実績を毎月報告（月

報）し、「発注者」が確認。 

「成果管理」であり、「発注者」に

よる投入（業務従事者、経費）の

確認は不要。 

「受注者」は、業務従事者を同時

に他案件にも配置できる（ダブル

アサインが可能）。 

注：選定方式は、次表を参照。なお、企画競争（QCBS 方式）により選定された

「技術協力プロジェクト」については、実費精算契約を適用します。 
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コンサルタント等契約における各種選定方式及び概要一覧 

選定方式 概要 

企画競争 

 

QBS6方式 競争参加者が提出するプロポーザルに基づき、その企

画、技術の提案、競争参加者の能力等を総合的に評価し

ます。ただし、「業務実施契約」では、評価点が第１位と

第２位以下との差が僅少である場合に限り、提出された

見積価格を加味して評価しています。 

QCBS7方

式 

競争参加者が提出するプロポーザルに基づき、その企

画、技術の提案、競争参加者の能力等を総合的に評価し

た技術評価点と、見積書の見積額に基づいた価格評価点

の総合点により評価・選定を行います。 

単独型 競争参加者が提出する簡易プロポーザルに基づき、その

企画、技術の提案、競争参加者の 1名の能力等を総合的

に評価します。 

一般競争入札 

（総合評価落札方式） 

競争参加者が提出する技術提案書8に基づき、その企画、

技術の提案、競争参加者の能力等を総合的に評価した技

術評価点と、入札書に記載された入札金額に基づいた価

格評価点との総合点により落札者を決定します。 

 

６． 契約管理に関する文書 

「監督職員」及び「業務主任者」は、以下に掲げる文書を常に整理し、契約実施

中は、いつでも参照できるようにしてください。特に、基本文書をよく理解し、「業

務開始時の合意事項」（0号打合簿）に十分留意してください。 

 

 

契約管理に関する文書 

 

１．基本文書 

① 契約書（契約書本体、約款（業務実施契約約款）、附属書Ⅰ～Ⅲ） 

② 業務計画書 

③ 契約金額詳細内訳書 

④ 支払計画書 

⑤ 業務従事者名簿 

⑥ 契約開始時の合意事項 

⑦ 成果品等提出計画表 

 

２．打合簿（0号打合簿を含む） 

 

３．契約関連ガイドライン 

 
6 Quality-based Selection 
7 Quality-and Cost-based Selection 
8 一般競争入札では慣例的にプロポーザルを技術提案書と呼びます。 
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① 業務実施契約における契約管理ガイドライン（本ガイドライン） 

② コンサルタント等契約における経理処理ガイドラン 

③ コンサルタント等契約における現地再委託契約ガイドライン 

④ コンサルタント等契約における研修・招へい実施ガイドライン 

⑤ コンサルタント等契約における物品・機材の調達・管理ガイドライン 

⑥ コンサルタント等契約における報告書の印刷・電子媒体に関するガイド

ライン 

⑦ 独立行政法人国際協力機構関係者の倫理等ガイドライン 

 

４．コンサルタント業務従事月報（様式１） 

 

５．その他関係書類 
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第２章 実費精算契約における契約管理 
本章では、「実費精算契約」における契約管理について説明します。はじめに契

約管理の基本的な考え方を解説します。次に具体的な契約管理手続きを説明しま

す。 

なお、「ランプサム契約」については第３章を参照ください。 

☞「第 3章 ランプサム契約における契約管理」 

 

１． 契約管理の基本的な考え方（実費精算契約） 

実費精算契約の「契約管理の基本的な考え方」は次のとおりです。 

 

実費精算契約の契約管理の基本的な考え方 

 

１． 実費精算契約のメリットは、業務を取り巻く環境の変化等に対して、業務に

期待される成果を生み出せるよう、契約内容を柔軟に変更して対応できるこ

とです。変更内容の軽重に応じて、誰に変更の権限があるかを理解し、それ

に基づいて対応することが契約管理では重要です。 
 

２． 契約変更 契約変更が必要なものは次の３つです。 

① 業務内容の大幅な変更（特記仕様書の作業項目の追加・削除等） 

② 履行期間の変更 

③ 契約金額の変更（増額となる場合は必ず必要です。減額となる場合は、

特記仕様書の作業項目の削除に伴う減額の場合は契約変更、そうでなけ

れば、その金額の大きさと残存する履行期間を勘案して判断します。） 
 

３． 業務内容等の変更 上記２．以外で、「発注者」と「受注者」で契約交渉時

に合意した業務内容等（業務内容、指示する数量及び成果品の提出時期）を

変更する場合は、「監督職員」と「業務主任者」とが打合簿を交わすことで

変更できます。それ以外の変更は「受注者の裁量」とします。 
 

４． 業務従事者の変更 業務主任者/副業務主任者の交代を除き、業務従事者とし

て誰をどう配置するかは「受注者の裁量」とします。ただし、業務従事者の

格付は監督職員が認定します9。また、「発注者が期待する質を伴った業務

の実施」に負の影響を及ぼすような「裁量権の乱用」は認められません。

「監督職員」は月報で業務従事者の配置計画や業務の進捗を確認し、「裁量

権の乱用」の蓋然性が高いと判断する場合は、「業務主任者」と協議し、必

要に応じ業務従事者の変更も含め配置計画の見直しを指示します。 
 

５． 経費（契約金額と内訳、支払計画）の変更 「受注者」は、契約締結時に提示

した見積総額の範囲内であれば、契約金額の内訳の変更（費目間流用）を、

その裁量で行うことができます。「受注者」に広く裁量を認めることから、

状況の変化に伴い経費が増加することがあっても、受注者として契約金額に

収めるよう最大限工夫してください。その上で、どうしても契約金額内での

 
9 ただし、5 号以下の担当業務への業務従事者については、監督職員による認定を不要とします。 
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対応が困難であると「発注者」が認める場合には契約変更します。なお、経

費の総額が契約金額を超過していることが事後に判明しても、遡及して契約

金額を増額することはしません（契約金額を上限として精算します）。 
 

６． ３者打合簿 「監督職員」と「業務主任者」が打合簿を交わす場合に、①契約

変更や別契約締結に関するもの、②精算・支払に関するもの、③将来の契約

変更や契約解除等の方針に関するもの、については「契約担当課長」も確認

します。なお、「監督職員」、「業務主任者」、「契約担当課長」の3者が

確認する打合簿を「3者打合簿」と呼びます。 
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表２－１ 契約管理業務と権限（実費精算契約） 

 
※ 業務主任者/副業務主任者以外の業務従事者の人選・配置の変更は受注者の裁量の範囲ですが、業務従事者の格付は監督職

員が認定します。ただし、5 号以下の従事者であれば、監督職員による認定は不要とします。  
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２． 契約管理手続き（実費精算契約） 

番号 項   目 概   要 

（１） 契約交渉 「発注者」は、「受注者（契約交渉時は、交渉順

位 1位の者）」と、契約内容である業務内容

（特記仕様書）、見積内訳（契約金額内訳書）、

支払計画（前金払、部分払等）、業務従事予定の

従事計画と格付等について契約交渉を行いま

す。 

－ 契約締結 契約交渉で合意が得られた段階で、契約書案を

作成し「業務実施契約」を締結します。 

－ 渡航手続き等 業務対象国へ渡航する際の手続き、海外旅行

保険、安全対策、健康管理については「コン

サルタント等にかかる渡航手続き・安全対策に

ついて（依頼） ｜ JICA について - JICA）」に

取りまとめています。 

（２） 打合簿 「監督職員」と「業務主任者」との間の打合せ

事項（指示、承諾、協議及び確認）を記録とし

て残します。「監督職員」と「業務従事者」に委

任された権限の範囲内であれば、打合簿を取り

交わすことで、契約内容を変更できます。 

（３） 契約締結時の合意事

項と業務計画書等の

確認（0号打合簿） 

契約書の補完文書（業務計画書、契約金額詳細

内訳書、支払計画書、業務従事者名簿、契約開

始時の合意事項、成果品等提出計画表）、契約交

渉において協議・確認した事項（契約開始時の

合意事項）等について、契約締結から 10営業

日以内に 0号打合簿を取り交わします。 

（４） コンサルタント業務

従事月報（月報） 

「業務主任者」は月毎にコンサルタント業務従

事月報（月報）を作成し、業務の進捗状況等を

「監督職員」に報告します。 

（５） 新規配置業務従事予

定者の報告・確認 

「業務主任者」は、新規に業務従事者を配置す

る場合、業務従事者名簿を更新して提出し、「監

督職員」と「契約担当課長」は格付、所属先

（専任技術者か補強か）、航空券クラスを確認し

ます。既に配置済みの業務従事者の担当分野を

変更・交代する場合は、業務従事者名簿を更新

し、「監督職員」は格付を確認します。 

（６） 契約内容の変更 業務内容等、経費（契約金額と内訳、支払計

画）、業務従事者で変更の必要が生じた場合に

は、契約変更あるいは打合簿の取り交わしによ

って変更します。 

（７） 契約変更 契約書（履行期間、契約金額、特記仕様書）の

変更の必要が生じた場合、事前に 3者打合簿で

https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/guideline/consultant/abroad.html
https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/guideline/consultant/abroad.html
https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/guideline/consultant/abroad.html
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変更内容を確認します。打合簿を取り交した後

に契約を変更します。 

（８） 定額計上 契約締結時に定額計上とした未確定業務につい

て、契約実施中に業務内容と予算額を確定し、

当該業務完了後は残額を確定します。予算額を

確定する際に、入札や複数見積等により価格の

妥当性を確認でき、金額を確定できる場合は、

ランプサム方式を適用し精算不要とすることが

できます（金額を確定できない場合は、実費精

算方式を適用します）。なお、使途が予め明確な

定額計上については、予算額のみを確定しま

す。 

（９） 再委託（現地再委

託、国内再委託） 

再委託業務を行う場合、「業務主任者」は再委託

先の選定結果と契約概要を「監督職員」に報告

します。 

（10） 機材調達・管理 機材調達業務を行う場合、契約金額が 300 万

円を超えるときは、「業務主任者」は調達先の選

定結果と契約内容を「監督職員」に報告しま

す。また、「業務主任者」は、貸与物品リストを

作成し物品を管理するとともに、供与機材は相

手国政府実施機関等へ譲渡します。 

（11） 本邦研修・招へい 本邦研修・招へい業務を行う場合は、「技術研修

等支援業務契約」を別途締結します。 

（12） 為替変動や航空賃の

価格上昇による影響 

為替変動や航空賃の価格上昇により増額の必要

性が生じた場合、「業務主任者」は契約金額の範

囲内で最大限工夫して対応します。それでも業

務に重大な影響があり、やむを得ない場合は、

「監督職員」に報告し対応を相談します。 

（13） 不可抗力 不可抗力（洪水、暴動等）10が発生し、予定通

りの業務が困難となった場合、「監督職員」と

「業務主任者」は、その対処方法を協議し、契

約内容の変更を行います。 

（14） 継続契約 長期にわたる契約の場合、複数期に分けて契約

する場合があります。先行契約が終了する前に

継続契約について協議し、合意内容を 3者打合

簿で確認して、「継続契約」を締結します。 

（15） 一般業務費支出実績

の確認 

精算に先立って、「業務主任者」は「一般業務費

支出実績確認表」を作成し、「監督職員」と業務

に要した一般業務費の支出を確認します。 

 
10 業務実施契約約款第 12 条参照。 
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（16） 検査・支払い 「発注者」は業務完了届提出の翌日から起算し

て 10営業日以内に確認検査を行い、結果を

「受注者」に通知します。 

（17） ダイバーシティへの

配慮 

JICA では、多様な人材の活用を促進するた

め、複数名で 1 つの担当業務を行うことがで

きることも認めます。 
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（１） 契約交渉 

「発注者」は、「受注者（契約交渉時は、交渉順位 1 位の者）」と、契約内容であ

る業務内容（特記仕様書）、見積内訳（契約金額内訳書）、支払計画（前金払、部

分払等）、業務従事予定の従事計画と格付等について契約交渉を行います。 

 

「業務実施契約」では、「発注者」は業務内容を「特記仕様書案」として提示し、

「受注者」から「プロポーザル」として提案を受けます。しかしながら、「特記仕様

書案」だけで「発注者」が意図する業務のイメージの全体を正確に伝えることは難

しいため、「発注者」と「受注者」は、契約交渉時に業務内容と業務実施の方法論を

協議・確認し、互いの理解を合わせるようにします。「発注者」はその結果を踏まえ

て、必要に応じ「受注者」の提案を取り込んで「特記仕様書」を作成し、「受注者」

は「特記仕様書」に基づき実施方法を記載した「業務計画書」を作成します。これ

が「契約管理」の基礎となります。 

 

図２－１：特記仕様書確定までのプロセス 

 
 

「発注者」と「受注者」は、契約交渉では、次の点を特に確認します。 

 

ア． 上限額を超える別提案・別見積があった場合の取扱い 

イ． 業務内容・実施方法の認識合わせ 

ウ． 発注者の指示項目（発注者が指定する数量、成果品の提出期限） 

エ． 経費に関する確認 

オ． 業務従事者の従事計画及び格付の確認 

 

ア． 上限額を超える別提案・別見積があった場合の取扱い 

企画競争において、「発注者」が企画競争説明書で提示された契約の上限額を超え

る別提案・別見積が「受注者」からあれば、「監督職員」は、その必要性・妥当性を

検討し、予算手当も考慮のうえ、提案を受け入れるか否かを判断します。「監督職員」

は判断結果を契約交渉時に「受注者」に伝え、提案を受け入れる場合には、特記仕
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様書において作業項目の追加や作業項目の記載内容の見直しを行います。併せて

「監督職員」は必要に応じて追加予算を確保します。 

なお、別見積において、契約交渉時もしくは契約履行途中に複数見積書等にて価

格の妥当性が確認でき、金額を確定できるようであれば、ランプサム方式とするこ

とが可能です。 

 

イ． 業務内容・実施方法の認識合わせ 

「監督職員」と「受注者」は次の点を確認します。 

１. 「監督職員」と「受注者」は、特記仕様書及び業務計画書の作成のプロセス

において、業務内容（作業項目）と実施方法について認識を一致させるよう

にしてください。 

 

２. 「受注者」はプロポーザルの提案を踏まえ、業務内容及び業務方法を明確に

するという観点で、必要があれば特記仕様書案からの変更を「監督職員」に

提案します。「監督職員」は、「受注者」の提案も踏まえ、特記仕様書を作成

し、契約締結前に「受注者」と確認します。 

 

３. 「監督職員」は、業務計画書に反映すべき点があれば「受注者」にコメント

します。「受注者」は、「監督職員」のコメントも踏まえ、業務計画書を作成

し、「監督職員」と確認します。なお、実施方法によっては、必要な業務従

事者の人月に大きく影響する場合もあるため注意してください。 

 

４. 「監督職員」と「受注者」は、業務実施上の条件、想定される契約業務履行

上のリスクについても確認し、「業務内容や実施方法」についても特に合意

事項として残すべきものがあればそれも加え、「業務開始時の合意事項」（0

号打合簿）に記載します。 

 

ウ． 発注者の指示項目 

「監督職員」と「受注者」は、次の点を確認します。 

１. 発注者が指示する数量 

「発注者」が特記仕様書案で指定している数量（成果品の部数、現地国内研修

や現地セミナー等の規模に関する数量、機材の数量等）について、プロポーザル

の提案等も踏まえて、最終的な数量を確認します。 

 

２. 成果品（中間成果品も含めて）等の提出期限（成果品等提出計画表） 

特記仕様書案で提示した成果品等の提出期限を確認します。 
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エ． 経費に関する確認事項 

「監督職員」「契約担当課長」と「受注者」は、次の点を確認します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

11 「別添資料５：コンサルタント等契約における支払いの請求について」、「別添資料６：複数の前金払と部分払が混在する場

合の取扱い」 

１. 定額計上の費目 

経費の性格から価格競争の対象とすることが望ましくない経費及び競争参加者

の提案内容によって金額が大きく変動する可能性がある経費については、予め

JICA が定めた当該経費の額を「定額計上」として見積りに計上するよう指示

し、本体見積価格から当該経費の見積りを分離し、価格評価の対象外とすること

があります。定額計上の費目については、企画競争説明書の「見積書作成にかか

る留意事項」に記載されていますが、定額を超える別提案を認めています。定額

の金額のまま計上して契約をするか、あるいは、「受注者」の見積（別見積）に

よる積算を採用するかを契約交渉で決定します。「受注者」の見積による積算を

採用する費目があれば、定額計上の費目から外します。 

 

２. 追加支出の可能性がある経費 

開発途上国における業務の実施過程において、追加的な経費の発生の可能性が

想定される場合には、「監督職員」と「受注者」は、あらかじめ確認しておきま

す。これが追加経費の可否の判断の根拠になります。例えば、業務実施過程で、

新たに執務スペースの確保が必要となる場合、その前提として、①相手国政府機

関の C/P が執務室を提供することが相手国実施機関との討議議事録（R/D：

RECORD OF DISCUSSIONS）に確約されていたため、経費を計上しなかった

のか、②「受注者」が所有する現地事務所を活用する想定をしていたため、経費

を計上しなかったのかにより、判断が異なります。前者は契約変更の検討が可能

ですが、後者は困難です。 

 

３. 支払計画の確認 

「発注者」と「受注者」は、前金払・部分払等の支払計画を確認します。支払

計画書の作成にあたっては「コンサルタント等契約における経理処理ガイドライ

ン」（以下「経理処理ガイドライン」）11を参照ください。特に、履行期間が 12

ヵ月を越える場合の前金払については、12 ヵ月分の 10 分の 4 を上限とするた

め、注意してください。 
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オ． 業務従事者の従事計画及び格付の確認 

「監督職員」と「受注者」は、次の点を確認します。 

１． 業務従事者の従事計画における担当業務の格付 

「監督職員」は、業務従事者の従事計画に関し、各担当業務に求められる役割

や業務内容と「業務従事者の格付の目安」13 とを照らし合わせ、その格付の妥当

性を確認します。「発注者」が想定する担当業務の業務内容と「受注者」の提案

の内容に大幅な乖離がない限り、原則として、「受注者」の提案を尊重します。 

契約締結時に未確定であった業務従事者については、業務従事者が確定した場

合、その格付は、契約交渉時に確定した格付を超えることはできません（契約を

複数の期に分けて締結する場合でも、継続する契約において、格付を上げること

はできません）。 

 

２． 業務従事予定者の格付認定等 

「監督職員」は、業務従事予定者について、各担当業務の格付に求められる経

験・能力を有するかを確認し、格付を認定します。また、「契約担当課長」は、

業務所属（従事者の専任の技術者か補強か）、航空券クラスを確認します。  

☞「（５）新規配置業務従事予定者の報告/確認」 

 なお、ランプサム契約の場合には、業務従事者の格付認定は行わないため、名

簿に航空券クラスの記載は不要です。 

 

３． 業務従事者の配置に関する留意事項 

業務従事者の配置（人月や渡航回数の振替等）については、「受注者の裁量」

ですが、「監督職員」は、特定時期（相手国政府・実施機関への調査結果の説

明、セミナー開催、C/Pとの年次協議等）の「業務主任者」の現地派遣や中心的

な業務従事者の長期現地滞在など、特に指示しておく必要がある場合には、「受

注者」と確認しておきます。 

 

（２） 打合簿 

「監督職員」と「業務主任者」との間の打合せ事項（指示、承諾、協議及び確

認）を記録として残します。「監督職員」と「業務従事者」に委任された権限の範

囲内であれば、打合簿を取り交わすことで、契約内容を変更できます。 

 

打合簿を作成する際の基本ルールは次のとおりとします。様式については「別添

資料３ 打合簿の様式について」、具体事例については「参考資料 打合簿等事例集」

を参照してください。 

 

① 打合簿は、「監督職員」と「業務主任者」との２者で交わしますが、以下の「契

約担当課長が確認する事項」に該当する打合簿は、「契約担当課長」も確認しま

す（「３者打合簿」）。 
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「契約担当課長」が確認する事項 

 

1． 契約締結時の合意事項と業務計画書等の確認 

2． 契約変更（業務内容の大幅な変更、契約金額の変更、履行期間の変更）や別

契約（継続契約）に関するもの 

3． 支払計画の変更 

4． 定額計上の予算額の確定（ランプサム方式） 

5． 業務内容の変更（契約変更を伴うものは除く）【ランプサム契約のみ※】 

6． 契約変更や契約解除などの方針に関するもの（不可抗力等） 

7． 新規配置の業務予定者の報告/確認 
 

※ ランプサム契約は業務内容の変更を想定していませんが、やむを得ず業務内容を変更する場合もあり

ます。その際に金額が増減すると、金額の多寡に依らず契約変更が必要です。ランプサム契約におい

ては、契約担当課長が業務内容の変更に伴う金額の増減の有無/契約変更の要否を確認します。 

 

② 打合簿の作成は、当該事態が発生する前に行うこととし、「打合簿」の承認日は、

「監督職員」が確認・承諾した日、「契約担当課長」が内容を確認する 3 者打合

簿の場合は、「契約担当課長」が確認を終えた日とします。 

③ 「業務主任者」の権限を代理で執行することが可能な業務従事者として、「副業

務主任者」が指名されることがありますが、打合簿は業務主任者名で作成（副

業務主任者の代理押印は可能）します。 

④ 打合簿には、合意する内容のみを簡潔に記載します。特定の文書を確認・承諾

する場合には別添します。必要に応じて補足資料/参考資料を添付します。 

⑤ 2025年４月下旬以降、契約管理プラットフォーム（PF）の導入に伴い、PF上

で回付された打合簿については、確認された時刻と確認者が PF 上に履歴として

保存されるため、打合簿への押印・承認日の記載は不要です。打合簿様式の承

認日欄にて「PF にて確認済」をプルダウンで選択いただく等、PF にて合意済

であることを加筆ください。従来通り押印にて合意を進める場合は、「押印回付

（〇年〇月〇日承認）」をプルダウンで選択いただく等、従来通り事前協議の承

認日を記載ください。 
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（３） 契約締結時の合意事項及び業務計画書等の確認（０号打合簿） 

契約書の補完文書（業務計画書、契約金額詳細内訳書、支払計画書、業務従事者

名簿、契約開始時の合意事項、成果品等提出計画表）、契約交渉において協議・確

認した事項（契約開始時の合意事項）について、契約締結から10営業日以内に0

号打合簿を取り交わします。 

 なお、0号打合簿を契約管理 PFで承認完了した場合、提出ファイルの各補完文

書の格納先にアップロードされた文書は、承認完了後契約基本文書の所定の格納

場所に自動的に保管されます。この際、補完文書のうち「成果品等提出計画表」

については、エクセル様式での格納が必須となりますので、ご留意ください。そ

れ以外の補完文書についてはファイル様式を問いません。 

 

「業務主任者」は、以下の文書を打合簿に添付して「監督職員」に提出します。

「契約担当課長」も内容を確認します【3者打合簿】。 

ア． 業務計画書 

イ． 契約金額詳細内訳書 

ウ． 支払計画書 

エ． 業務従事者名簿 

オ． 契約開始時の合意事項（経費/業務従事者の従事計画/業務実施上の条件等

に関する合意事項） 

カ． 成果品等提出計画表（エクセル様式） 

キ． 「個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策」及び「個人

情報保護及び情報セキュリティに関する情報」 

 

ア. 業務計画書【監督職員の確認事項】 

「業務計画書」は、特記仕様書等を踏まえて作成され、プロポーザル等にも記載

されている以下の項目（共通仕様書第６条）が記載されます（様式任意）。  

【業務計画書】 

契約約款第 2 条に規定する業務計画書には、次の各号の記述を含めるものと

する。 

（１） 業務の概要 

（２） 業務の実施方針 

（①業務実施の基本方針、②業務実施の方法、③業務フローチャート、④作

業工程計画、⑤要員計画、⑥その他（イ 再委託業務の内容、ロ 機材調達

計画、ハ その他必要事項） 

（３） 受注者の業務実施体制 

 

「業務計画書」は、「発注者」と「受注者」で予め合意された業務の具体的内容

及び実施の方法論を示すもので、①業務計画書に基づき業務が実施されているか、

②変更があるのであればその変更は適切なものかを確認することが契約管理の主

要業務です。このため、「監督職員」と「業務主任者」は、業務計画書の内容を十

分に把握、理解しておく必要があります。 

 

イ. 契約金額詳細内訳書【監督職員、契約担当課長の確認事項】 
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「業務主任者」は、将来の契約金額の変更にかかる協議の際の基礎として、当初

契約時点の「契約金額詳細内訳書」（最終見積書をベースにしたもの）を打合簿に添

付して「監督職員」に提出します。 

 

ウ. 支払計画書【監督職員、契約担当課長の確認事項】 

「業務主任者」は、支払計画書を、打合簿に添付して「監督職員」に提出します。

支払計画書の様式・記載方法については「別添資料４ 支払計画書の様式」を参照し

てください。 

 

エ. 業務従事者名簿【監督職員、契約担当課長の確認事項】 

「業務主任者」は、将来の業務従事者の変更にかかる協議の際の基礎として、業

務従事者名簿（未確定の業務従事者は担当業務と格付、航空券クラスを記載）を打

合簿に添付して「監督職員」に提出します。 

なお、ランプサム契約の場合には、業務従事者の格付認定は行わないため、名簿

に航空券クラスの記載は不要です。 

 

オ. 契約開始時の合意事項【監督職員、契約担当課長確認事項】 

「業務主任者」は、契約交渉時に「監督職員」と確認した合意事項を「契約開始

時の合意事項」として打合簿に添付して提出します。「契約開始時の合意事項」の例

を以下に示しますので参考にしてください。 

 

契約開始時の合意事項 
 

 

監督職員と業務主任者は、業務の開始に当たって、以下の内容について確認した。 
 

 

1． 経費に関する合意事項 

ア． 定額計上の費目 

番号 項目 定額計上額 

１   

２   
 

イ． 追加支出の可能性がある経費 

番号 項目 概要 

１ 事務所賃料等 事務所スペースは先方実施機関が提供予定だが、提

供がない/活動に十分なスペースではない場合に

は、契約変更し、事務所賃料及び付随する通信費等

を追加計上する。 

２ 現地再委託費（全国

対象交通量調査） 

相手国政府と調査仕様の協議・確定した段階で、契

約変更し追加計上する。 
 

2． 業務従事者の従事計画に関する合意事項 

（業務主任者等の現地配置について、特に指示する場合には記載する。） 
 

3． 業務実施上の条件等に関する合意事項 

（業務実施上の条件、業務内容や実施方法の詳細についての合意事項、想定される契約

業務履行上のリスクを記載する。） 
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4． その他 

 

以上 

 

 

カ. 成果品等提出計画表【監督職員の確認事項】 

「業務主任者」は、成果品等の提出期限を合意した上で、成果品等提出計画表を打

合簿に添付して「監督職員」に提出します。契約管理 PF上で提出する場合は、エク

セル様式としてください。 

 

キ．個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策」及び「個人情報保

護及び情報セキュリティに関する情報」 

「個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策」（厳格な情報保全を

求める案件については「②厳格な情報保全が必要な契約用」を添付、それ以外は①

「要保護情報を取扱う契約用」を添付してください）及び「個人情報保護及び情報

セキュリティに関する情報」に必要事項を記入もしくはチェックの上、添付してく

ださい。 

 

（４） コンサルタント業務従事月報（月報）（実費精算契約） 

「業務主任者」は月毎にコンサルタント業務従事月報（月報）を作成し、業務の

進捗状況等を「監督職員」に報告します。 

 

「業務主任者」は月初めに月報（実費精算契約は様式１－１）を「監督職員」に

提出します。JICA 在外事務所（兼轄国の事務所、支所を含む）にも共有してくださ

い。月報による報告事項は以下のとおりです。 

 

ア． 業務の進捗報告 

「業務主任者」は、月報の「本月の業務進捗の概要」に、当該月に実施した業務

内容と進捗状況を記載し、「監督職員」に報告します。記載項目は特に定めませんが、

次の内容を含めるようにしてください。なお、業務の進捗を報告するものであり、

契約管理上の手続きの記載は不要です。 

１． 当該月に実施された作業内容 

２． 業務全体及び個々の作業項目の進捗状況（当初計画と比較した進捗または遅

延の状態、遅延の場合は原因と対策を記載） 

３． 業務遂行上の懸案事項や提案等 

 

イ． 業務従事者の「従事計画/実績」報告 

 「業務主任者」は、「業務従事者の従事計画/実績表」（様式１－３）を「監督職員」

に提出し、次の内容を報告します。 

1． 上記ア．の業務の実施に要した人月の報告 

2． 業務従事者の最新の配置計画の報告 
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なお、「業務主任者」は、次の場合には、月報に記載し「監督職員」に事前に報告

してください。月報で事前に報告することができない場合は、メール等により報告

することで構いません。 

１. 業務主任者/副業務主任者の人月の変更 

２. 大項目間（報酬と直接経費）の費目間流用 

 

＜監督職員による確認＞ 

業務従事者の配置は「受注者の裁量」としますが、これは「発注者が期待する業

務の実施の質が確保できる体制」であることが前提となります。「発注者が期待する

質を伴った業務の実施」に負の影響を及ぼすような「裁量権の乱用」は認められま

せん。「監督職員」は、業務従事者の配置計画や業務の進捗を確認し、「裁量権の乱

用」の蓋然性が高いと判断する場合は、「業務主任者」と協議し、必要に応じ業務従

事者の変更を含めて配置計画の見直しを指示します。 

 

ウ． 翌月の現地渡航予定 

「業務主任者」は、翌月に渡航を予定する業務従事者名と予定期間を記載します。 

 

エ． 年度毎の渡航実績の報告 

JICA の事業統計上必要なため、「受注者」は業務従事者の年度毎の業務従事者渡航

実績の提出をお願いします。業務従事者の従事計画/実績表に記載します。 

 

オ．個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策の履行状況  

 履行状況報告について書面で行う際は、こちらを追記ください（報告しない場合

は、追記不要です）。 

 

（５） 新規配置業務従事予定者の報告/確認 

「業務主任者」は、新規に業務従事者を配置する場合、業務従事者名簿を更新し

て提出し、「監督職員」と「契約担当課長」は格付、所属先（専任技術者か補強

か）、航空券クラスを確認します。また、既に配置済みの業務従事者の担当分野を

変更・交代する場合は、業務従事者名簿を更新し、「監督職員」は格付を確認しま

す。 

 

「業務主任者」は業務従事者名簿を更新し、「監督職員」に次の文書を提出します。 

１. 打合簿 

２. 業務従事者名簿 

３. 業務従事予定者経歴書12（打合簿には添付しません。） 

４. 格付認定依頼書（様式２―１）（４号以上の者、5号以下は不要です） 

５. 給与水準確認書（様式２－２）及び根拠資料（「給与水準」の直接確認による

格付認定） 

 
12 「コンサルタント等契約におけるプロポーザル作成ガイドライン」の様式 4-5（その１）（評価対象業務従事予定者経歴書）

を準用する。 
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（補強が配置される場合、当事者間でしかるべく合意手続きが取られていると理解

し、打合簿への補強同意書の作成、添付は不要とします）。 

 

 なお、各文書の作成において、「業務主任者」は次の点に留意してください。  

 

① 上記２の業務従事者名簿は、新規に配置される者がわかるようにしてください。 

 
 

② 上記４及び５は「別添資料２ 業務従事予定者の格付認定について」を参照

してください。 

 

 「監督職員」と「契約担当課長」は次の点を確認します。  

 

ア． 業務従事予定者の格付の確認（格付認定）【監督職員の確認事項】 

「業務実施契約」では、業務の難易度に応じて必要とされている格付の目安を公

表13しています。実際に配置される業務従事者が、必要な専門性や該当する格付が

求める能力を有しているかを「監督職員」が認定します（これを「格付認定」と呼

びます）。格付認定の方法は、①JICA 事業の実績に基づく格付認定、②「業務従事

者の格付の目安」に基づく格付認定、③「給与水準」の直接確認による格付認定、

の３つがあります。詳細は「別添資料２ 業務従事予定者の格付認定について」を

参照してください。 

 

イ． 業務従事者の所属先【監督職員、契約担当課長の確認事項】 

【監督職員の確認事項】 

業務従事者は、「受注者」の経営者又は雇用者（所属先の「専任の技術者（「専任

技術者」）であることを想定していますが、担当業務の専門性等の観点から専任の技

術者以外の者（他社等からの「補強」）を従事させることが望ましいと「受注者」が

判断する場合には可能としています。ただし、補強の業務従事者の配置には上限目

 
13 プロポーザル作成ガイドライン別添資料５調達・派遣業務部が契約又は委嘱する案件の業務主任者及び業務従事者に適用す

る格付基準 
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途が設定されています。「受注者」が上限目途を越えて補強の業務従事者を配置しよ

うとする場合には、「業務主任者」は事前に「監督職員」に報告し、業務の質の担保

に影響を与えない旨を説明してください。上限目途は、「業務主任者以外の業務従事

者」については、「受注者」が共同事業体でない場合は、全業務従事者数の４分の３

まで、共同企業体である場合は、共同企業体の代表者及び構成員ごとに、業務従事

者数の２分の１までとしています。 

 

【契約担当課長の確認事項】 

「契約担当課長」は、業務従事予定者の所属先（専任技術者か補強か）」を確認し

ます。また、格付と渡航先から航空券クラスを確認します。 

 
 

（６） 契約内容の変更（実費精算契約） 

業務内容等、経費（契約金額と内訳、支払計画書）、業務従事者で変更の必要が

生じた場合には、契約変更あるいは打合簿の取り交わしによって変更します。 

 

契約内容の変更については、「表２－１契約管理業務と権限（実費精算契約）」に

基づき、契約内容の次の３つの内訳に沿って、具体的に解説します。 

１. 業務内容等（いつまでに（期限）、何を（業務内容）、どのように(実施方法)）  

２. 経費（いくらで（契約金額と内訳、支払計画）） 

３. 業務従事者（誰が） 

 

ア． 業務内容等（いつまでに、何を、どのように） 

(ア) 業務内容の変更 

特記仕様書に作業項目を追加・削除する等の大幅な変更がある場合は、契約変更

が必要です。 

大幅な変更でない業務内容の変更は、「監督職員」と「業務主任者」とが、打合簿

を取り交わすことで合意することができます。ただし、大幅な変更でなくても、「契
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約金額の増加」や「履行期間の延長」を伴う業務内容の変更は、契約変更が必要で

す。 

 

 

 

 

 

表２－２ 業務内容の変更と契約変更 

 
 

(イ) 発注者が指示する数量の変更 

「発注者が指示する数量」（例：最終報告書の冊数、セミナーや研修・招へいの

受入人数、調達する機材の数量等）について、事業の進捗や事業を取り囲む環境の

変化等によって変更が必要になった場合には、「監督職員」と「業務主任者」が打

合簿を取り交わすことで変更することができます。 

それ以外の数量（特記仕様書に記載のないもの）については「受注者の裁量」で

変更が可能です。 

 

(ウ) 実施方法の変更 

業務計画書記載の業務方法、手法、手順の確定・変更については、「発注者」が特

記仕様書で定めているものを除けば、「受注者の裁量」となります。 

 

(エ) 履行期間の延長 

止むを得ない理由により、履行期間内に、業務が完了できない場合には、履行期

間を延長します。履行期間を変更する場合には契約変更が必要です。 

 

(オ) 履行期間内における成果品（中間成果品を含む）等の提出期限の延長 

履行期間内であれば、成果品（中間成果品を含む）等の提出期限を延長する必要

が生じた場合、「監督職員」と「業務主任者」が打合簿を交わすことで、変更するこ

とができます。ただし、履行期間を延長する必要がある場合、契約変更は必要です。 

 

イ． 経費（いくらで） 

(ア) 契約金額の変更 

契約金額を増額する場合には必ず「契約変更」が必要です。 

契約金額が減額になる場合は、特記仕様書の作業項目の削除に伴うものであれば

「業務内容の大幅な変更」に該当するため「契約変更」が必要です。それ以外の経

費の減額は、減額する金額が大きい場合には、残存する履行期間を勘案して判断し

ます。 
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表２－３ 契約金額の変更と契約変更 

 
 

(イ) 費目間流用 

契約金額の増額を伴わない契約金額の内訳の変更（「費目間流用」と呼びます）は、

原則、「受注者の裁量」とします。ただし、「定額計上の残額」を実費精算の費目に

流用する場合は、打合簿による「監督職員」の承諾が必要です。 

 

【費目間流用】 

契約金額の増額を伴わない契約金額の内訳の変更は、「費目間流用」と呼びま

す。これは、他の費目で余剰となった経費を、業務実施上不足している費目にお

いて、契約書の契約金額内訳に示されている当該費目の金額を超えて支出するこ

とです。契約金額の内訳は、契約金額内訳書（契約書附属書Ⅲ）及び契約金額詳

細内訳書に記載されています。 

定額計上とした費目を除く「費目間流用」は「受注者の裁量」とします。な

お、定額計上した費目について、他の定額計上費目への流用は「業務主任者」と

「監督職員」が打合簿を取り交わすことで、定額計上間の「費目間流用」が可能

となります。定額計上とした費目から実費精算の費目への「費目間流用」は、定

額計上とした費目の残額が確定している場合に限って、「業務主任者」と「監督職

員」が打合簿を取り交わすことで、「費目間流用」が可能となります。 

「受注者」は、費目間流用の結果、業務の途中で、契約金額が不足するような

ことがないように十分に注意してください。「発注者」と「受注者」との間であら

かじめ契約金額を変更（増額）しないままで、費目間流用の結果、予算が不足す

るような事態が生じた場合には、「受注者」は自らの負担により業務を完了するこ

とが求められます。 

 

（参考）費目の構成 

費目（大項目） 費目（中項目） 費目（小項目） 

直接経費 

旅費（航空賃）  

旅費（その他） 
日当・宿泊料等、戦争特約保険料、特

別手当 

一般業務費 

①特殊傭人費、②車両関連費、③セミ

ナー等実施関連費、④事務所関連費、

⑤旅費・交通費、⑥施設・設備等関連

費、⑦資料等翻訳費、⑧雑費 

通訳傭上費・報

告書作成費 
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機材費 
機材購入費、機材借料・損料、機材送

料 

再委託費 現地再委託費、国内再委託費 

国内業務費 技術研修費、招へい費 

報酬   

 

(ウ) 支払計画の変更 

支払計画を変更する場合には（前金払や部分払の追加・削除、支払予定時期の変

更等）、「業務主任者」は、変更後の支払計画書（案）を作成し、「監督職員」「契約

担当課長」と確認します【3者打合簿】。 

前金払や部分払を追加・削除する際は、「別添資料４ 支払計画書の様式」、「『経

理処理ガイドライン』別添資料６：複数の前金払と部分払が混在する場合の取扱い」

を参照にしてください。 

前金払や部分払の追加・削除を伴わない金額配分の調整の場合は「業務主任者」

は「監督職員」と確認します【2者打合簿】 

「監督職員」は、変更後の支払計画書に基づき「調達・契約管理システム」上で

支払計画を変更します。 

 

ウ．業務従事者の変更 

(ア) 業務主任者/副業務主任者の変更（交代） 

業務主任者/副業務主任者の変更（交代）は原則認めていませんが、やむを得ない

理由により交代が必要な場合は、「監督職員」が打合簿により承諾することができま

す。 

業務主任者/副業務主任者の配置自体は変わらないものの、やむを得ない理由（定

年退職等）で業務主任者/副業務主任者が自社の専任技術者でなくなる(補強として

扱われる)場合があれば、「業務主任者/副業務主任者の交代」と同様に、「監督職員」

が打合簿で承諾します。 

「業務主任者」は、「監督職員」に次の文書を提出し、その交代理由と後任者の適

格性を説明してください。「監督職員」は交代の可否を判断し、併せて、後任者の格

付を認定します（「別添資料２ 業務従事予定者の格付認定について」を参照してくだ

さい）。 

業務主任者/副業務主任者の交代時に提出する書類 

 

１． 打合簿 

２． 業務従事者名簿 

３． 格付認定依頼書 

４． 交代理由及び代替を予定する候補者の経歴書（受注者名による発注者宛文書

としてください。打合簿には添付しません。） 

 

「契約担当課長」は、後任の業務主任者/副業務主者が新規に配置される場合は、

業務従事予定者の所属先（専任技術者か補強か）を確認し、また、格付と渡航先か
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ら航空券クラスを確認します。既に配置済みの業務従事者が、担当業務の変更・追

加により後任の業務主任者/副業務主任者として配置される場合で、格付の変更によ

り航空券クラスが変更となる場合は航空券クラスを確認します。航空券クラスに変

更が生じない場合は「業務主任者」と「監督職員」による 2 者打合簿にて「監督職

員」が承諾します。 

 

(イ) 業務主任者/副業務主任者以外の業務従事者の変更 

業務主任者/副業務主任者以外の業務従事者の変更について、新たな業務従事者を

配置する場合は、業務従事予定者の所属先（専任技術者か補強か）を確認し、また、

格付と渡航先から航空券クラスを 3 者打合簿にて「監督職員」と「契約担当課長」

が確認します。既に配置済みの業務従事者に変更する場合は、新たに担当する業務

の格付認定を 2 者打合簿にて「監督職員」が行います。新たに担当する業務の格付

が 5号以下の場合は「監督職員」による格付認定を不要とします。 

ただし、業務従事者の変更に伴い、新規の業務従事予定者を配置する場合には、

「（５）新規配置業務従事予定者の報告/確認」のとおり、「監督職員」と「契約担当

課長」は、業務従事予定者の格付、所属先（専任技術者か補強か）、航空券クラスを

確認します。 

 

(ウ) 配置計画の変更 

業務従事者の配置計画の変更は、「受注者の裁量」とします。具体的には、以下

のとおりです。 

 

業務従事者の配置に係る受注者の裁量の範囲 

 

受注者の裁量として、契約金額の範囲内で、以下のことが可能です。 

⚫ 人月の振替 

⚫ 渡航回数の振替 

⚫ 総人月の増加 

⚫ 総渡航回数の変更 

※ 格付については、業務に基づく設定であるため、契約締結後に受注者の裁

量として変更することは認められません。 

※ 現地業務人月と準備業務人月は日数の数え方が異なる（現地業務は拘束日

30 日で 1 人月。準備業務は稼働日 20 日で 1 人月。）ので、振替はあくまで

日数ではなく、人月で確定すること。 

 

 

（７） 契約変更 

契約書（履行期間、契約金額、特記仕様書）の変更の必要が生じた場合、事前に

3 者打合簿で変更内容を確認します。打合簿を取り交した後に契約を変更しま

す。 

 

契約変更は以下の手順で行います。 
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① 「発注者（監督職員）」と「受注者（業務主任者）」は契約内容の変更を協議

します。 

② 上記協議を踏まえ、「業務主任者」は「打合簿（案）」を作成し「監督職員」

が確認したうえで、「契約担当課長」に提出します。 

③ 「契約担当課長」が確認を終えた日付を承認日として、正式に「打合簿」を

3 者で交わします。受注者は、「打合簿」に基づき、合意した変更内容の業務

に着手することができます。 

④ 「監督職員」は、契約変更により契約金額が変更（増額）する場合には、必

要な予算を確保するとともに、「調達・契約管理システム」上で支払計画を修

正します。 

⑤ 「契約担当課長」は、「打合簿」に基づき、契約変更手続きを行います。なお、

契約変更手続きが短期間で複数回発生することが見込まれる場合、手続きの

効率化の観点から、当面（3 か月を目途とします）は「打合簿」にて合意の

みし、その後に一括して契約変更を行うこともできるものとします。 

 

 なお、契約変更に関する打合簿の作成については、「別添資料３ 打合簿の様式に

ついて」及び「参考資料 打合簿等事例集」を参照してください。 

 

【契約変更での対応範囲】 

コンサルタント等契約での業務は途上国における業務であり、契約当初想定して

いた作業条件が確保できない事態や、現地での状況が大きく変化する事態が頻繁に

発生し、結果、業務量や必要経費が増加し、契約変更が必要とされることがありま

す。一方、新規に発生する業務の内容及び作業量によっては、現行の「受注者」と

の間での契約変更ではなく、新たに別の新規案件として公示し、応募者を募ること

が適当な場合もあります。 

契約変更として対応するか、新規案件として公示するかについては、案件ごとに

個別具体的に判断することとなりますが、以下の場合は、必ずしも契約変更での対

応は妥当ではないと考えますので、留意してください。 

 

契約変更が妥当ではないと考えられるケース 

 

1. 追加される業務内容が、既存契約の業務内容の関連業務と位置付けられない

場合、又は業務従事者に求められる専門性が異なる場合 

2. 単純な工事の発注や機材の調達を新たに追加する場合（本来的には JICAが直

接発注を行います） 

3. 追加される業務規模が著しく大きい場合 

 

（８） 定額計上 

契約締結時に定額計上とした未確定業務について、契約実施中に業務内容と予算

額を確定し、当該業務完了後は残額を確定します。予算額を確定する際に、入札

や複数見積等により価格の妥当性を確認でき、金額を確定できる場合は、ランプ

サム方式を適用し精算不要とすることができます（金額を確定できない場合は、
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実費精算方式を適用します）。なお、使途が予め明確な定額計上については、予

算額のみを確定します。 

 

(ア) 定額計上した未確定業務の確定/定額計上の予算額の確定/残額の確定 

契約締結時に定額計上としていた未確定業務については、業務の概要が固まった

段階で、業務内容と予算額を確定することが必要です。 

（未確定業務の確定と定額計上の予算額の確定についてはまとめて一つの打合簿で

確認することも可能です）。 

 

業務内容の確定にあたっては、「業務主任者」が打合簿を作成して「監督職員」が

確認します。未確定業務の例としては、現地再委託によるパイロットプロジェクト

や現地調査、現地国内研修、セミナー、機材調達などがあります。 

 

予算額の確定にあたっては、「業務主任者」は、見積根拠資料を取り付けます（た

だし、店頭やインターネットで価格の確認・比較が可能なもので単価が10万円以下

については添付不要です）。金額の多寡にかかわらず入札や複数見積等により価格の

妥当性を確認でき、金額を確定できる場合は、ランプサム方式とし、精算不要とす

ることができます。ただし、金額を確定できない場合（価格の妥当性を確認できな

い場合や金額の変動が見込まれる場合）は、実費精算方式を適用し、精算を行いま

す。 

 

以下、定額計上のランプサム方式と実費精算方式の場合に分けて解説します。 

なお、定額計上部分をランプサム方式として精算不要とするか、実費精算方式で

精算するかは、本体契約がランプサム契約か実費精算契約かには関係しません。 

 

【１】定額計上のランプサム方式 

定額計上の予算額の確定において、金額を確定できる場合はランプサム方式を適

用することが可能です。この場合、「予算額の確定」は「確定金額の確認」を意味し

ます。ランプサム方式を適用する場合は「契約担当課長」も確認します【3 者打合

簿】。なお、同時に残額も確定されます。本体契約が実費精算契約の場合、「業務主

任者」は「監督職員」の承諾があれば、定額計上した費目間での流用（残額の確定

前）や、残額確定後に実費精算の費目への費目間流用に充てることができます。一

方、本体契約がランプサム契約の場合、残額確定後にランプサム金額部分への費目

間流用には充てることができませんが、定額計上間での流用は可能です。 

 

定額計上にランプサム方式を適用する場合、業務内容の確定時期と予算額の確定

時期がずれる場合があります（例えば入札を行う場合など）。その場合には、「監督

職員」と「業務主任者」が２者で打合簿を取り交わし業務内容の確定を先行して行

い、金額が確定した段階で、契約担当課長も含めて3者で確定金額を確認します【3

者打合簿】。 

 

また、「業務主任者」は、定額計上の当初の設定金額では、必要な支出が賄えない

ことが明らかになった場合、「監督職員」と対応を協議し、契約金額の増額が真に必
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要な場合は、契約変更を行います。定額計上の業務完了後に不足額が判明した場合

は、契約変更で遡及して不足額を補填することはしません。 

  

業務の完了を以て、打合簿で確認された確定金額を支払います。 

 

【２】定額計上の実費精算方式 

定額計上の予算額の確定において実費精算方式を適用する場合、予算の見込み額

を確認し予算額（上限額）を設定します。従って、実費精算方式では「予算額の確

定」は「予算の上限額の設定」を意味します。監督職員と業務主任者との間で「予

算額の確定（上限額の設定）」の打合簿を取り交わします。 

 

業務の進捗につれて、実際の経費が変動する場合もあるかもしれませんが、打合

簿で設定した上限額を超えない範囲であれば、再度打合簿で確認する必要はありま

せん。一方、上限額を超える場合は、定額計上の当初の設定金額の範囲内であれば、

または他の定額計上費目からの流用による定額計上総額内での調整が可能な範囲内

であれば、打合簿で予算額を設定し直すことが可能です。後者の場合は、金額の調

整に関わった定額計上費目すべての予算額を打合簿で設定し直す必要があります。 

 

また、「業務主任者」は、定額計上の当初の設定金額では、必要な支出が賄えない

ことが明らかになった場合、「監督職員」と対応を協議し、契約金額の増額が真に必

要な場合は、契約変更を行います。定額計上の業務完了後に不足額が判明した場合

は、契約変更で遡及して不足額を補填することはしません。 

 

定額計上については、残額を確定する必要があります。「業務主任者」は残額が確

定した時点で打合簿を作成し「監督職員」が確認します。本体契約が実費精算契約

の場合、「業務主任者」は、「監督職員」の承諾があれば、確定された残額を、実費

精算の費目への費目間流用に充てることができます。一方、本体契約がランプサム

契約の場合、残額はそのまま精算します（残額を使用することはできません）。 
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図２－２ 定額計上した未確定業務の確定/予算額の確定/残額の確定の業務フロー 

 

 
 

(イ) 使途が明確な定額計上の予算額の確定 

定額計上の中には、未確定業務を伴わない場合もあります。使途は明確である

ものの、「発注者」側で数量または単価を予め設定することが困難であったため、

その費用を定額計上として設定するような場合です（例えば、大量の収集資料を

現地語から英語に翻訳する必要があるものの、その規模を予め想定することがで

きない場合などです）。その場合は、予算額の確定のみを行います。予算額の確定

の手続きは、上記（ア）のとおりです。  
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（９） 再委託（現地再委託、国内再委託） 

再委託業務を行う場合、「業務主任者」は再委託先の選定結果と契約概要を「監

督職員」に報告します。 

 

ア． 現地再委託 

現地再委託は、業務対象国において、現地業者等に対し、業務の一部を契約によ

り実施させることです。現地再委託については、「コンサルタント等契約における現

地再委託契約ガイドライン」に基づき実施してください。同ガイドラインでは、公

共調達における公正性、競争性、透明性の重要性を指摘しつつ、具体的な調達方法

については、「受注者」の責任で適切に判断するとの立場で記載されています。調達

方法（入札とするか、見積合わせとするか等）や契約形態（ LUMP-SUM 

CONTRACTか、TIME-BASED CONTRACTか等）について、原則、事前に「監

督職員」が指示することはありません。 

 

現地再委託の実施過程において、「監督職員」は以下の事項の確認を行います（国

内再委託の場合も同様です）。 

 

（ア） 再委託契約の業務概要の確認 

特記仕様書において再委託業務の概要を規定せず、契約締結時点で定額計上とし

ていた場合には、業務が確定した時点で、「業務主任者」は、業務内容と予算額を確

定するために打合簿を作成し、「監督職員」と確認します。予算額の確定には、見積

根拠資料も添付してください。詳細は定額計上の項目を参照してください。☞定額

計上 

なお、特記仕様書に再委託の業務概要が記されており、その概要に基づいた経費

が契約金額内訳書に記載されている場合（すなわち未確定業務ではない場合）は、

監督職員が契約履行途中で具体的な再委託契約の業務内容を再確認することはあり

ません（打合簿の作成は不要です）。 

 

（イ） 入札を行う場合の立会 

「受注者」が再委託契約の選定に際し入札を行う場合には、原則、JICA 在外事務

所の所員等が立会うこととします。 

 

（ウ） 選定経緯と契約内容（調達経緯説明書）の確認 

本体契約が「ランプサム契約」「実費精算契約」のいずれの場合においても、該当

する現地再委託が「実費精算契約」の場合は、「業務主任者」は、再委託契約相手先

と契約締結後、選定経緯と契約概要（契約書を添付）を「調達経緯説明書（現地再

委託）」（様式任意）にまとめて打合簿に添付し「監督職員」に提出します。なお、

英文以外の契約書については、英文又は和文の仮訳を添付してください。 

「業務主任者」は、「調達経緯説明書（現地再委託）」の写しを JICA 在外事務所

（兼轄国の事務所、支所を含む。）にも提出します。 

本体契約が「実費精算契約」の場合、「業務主任者」は「監督職員」確認後の打合

簿を精算報告書に添付します。 
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本体契約が「ランプサム契約」「実費精算契約」のいずれの場合においても、該当

する現地再委託が「ランプサム契約」の場合は、打合簿（添付：選定経緯説明書）

の作成・提出は不要です。 

（エ） JICA 在外事務所による契約相手先の確認（検査） 

「業務主任者」は、上述選定経緯を打合簿で確認する際は、JICA 在外事務所の

事実確認を受けた上で「監督職員」に報告してください。JICA 在外事務所は現地

再委託先に対して、面談や電話等を用い、再委託契約内容に関する事実（再委託契

約の有無、契約金額、契約業務内容）の確認を行い、受注者からの報告内容と相違

がないことを確認します。従来行ってきた契約終了時点における在外事務所の確認

は省略します。 

JICA 在外事務所による本確認は 2024 年 10 月以降に締結する現地再委託の契

約に適用することとします。なお、JICA が毎年実施していた第三者抽出検査

（JICA 在外事務所が傭上する第三者が、現地再委託業務が契約書に基づき実施され

たことを確認するもの）は、2024 年度から行わないこととします。詳細について

は、別添資料８をご参照ください。 

 

（オ） 再委託契約の成果品の確認（必要がある場合のみ） 

「監督職員」が業務全体の履行を確認するために必要と判断する場合、再委託業

務の成果品を確認します。 

 

（カ） 再委託の追加 

特記仕様書の既存の作業項目の範囲内で、新規に業務を再委託する必要が生じた

場合、契約金額の範囲内であれば、「監督職員」と「業務主任者」とで協議し打合簿

を交わすことで再委託を追加で行うことができます。 

一方、「特記仕様書に作業項目を追加する」場合、あるいは、「再委託の追加に伴

い契約金額の増額が必要である」場合は、契約変更が必要です。 

 

イ． 国内再委託 

国内再委託は、日本国内の業者等に対し、業務の一部を契約により実施させるこ

とです。国内再委託についても、「コンサルタント等契約における現地再委託契約ガ

イドライン」の手続きを準用することとします。国内再委託について、相当程度高度

な分析・解析等を必要とする場合など、特定の業者との随意契約が必要となる場合に

は、契約交渉において、その委託内容・金額等を協議します。（同ガイドラインの

「第３ 国内再委託への準用」を参照）。 
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（１０） 機材調達・管理 

機材調達業務を行う場合、「業務主任者」は調達先の選定結果と契約内容を「監督

職員」に報告します。また、「業務主任者」は、貸与物品リストを作成し物品を管

理するとともに、供与機材は相手国政府実施機関等へ譲渡します。 

 

機材調達・管理については、「コンサルタント等契約における物品・機材の調達・

管理ガイドライン」に基づき実施します。 

同ガイドラインでは、公共調達における公正性、競争性、透明性の重要性を指摘

しつつ、具体的な調達方法については「受注者」の責任で適切に判断するとの立場

で記載されています。調達方法（入札とするか、見積合わせとするか等）について、

原則、事前に「監督職員」が指示をすることはありません。 

 

機材調達及びその管理の過程において、以下の確認を行います。 

 

ア. 調達する機材の確認 

「受注者」は、「企画競争説明書/入札説明書での指示」及び「契約交渉（企画競

争の場合）」の結果を踏まえ、契約金額詳細内訳書に調達すべき機材リストとその概

要を記載します。また、その概要に基づいた経費を契約金額詳細内訳書に記載しま

す。 

契約締結時点で定額計上とし、機材リストとその仕様が確定していない場合は、

機材リストとその仕様が確定した時点で、「業務主任者」は、業務内容と予算額を確

定するため、打合簿を作成し、「監督職員」と確認します。予算額の確定には、見積

根拠資料も添付してください（ただし、店頭やインターネットで価格の確認・比較

が可能なもので単価が 10万円以下については添付不要です）。☞定額計上 

 

イ. 入札を行う場合の立会 

「業務主任者」が機材の現地調達に際し入札を行う場合には、原則、JICA 在外事

務所の所員等が立会い、必要に応じて「監督職員」に報告を行います。打合簿の作

成は行いません。 

 

ウ. 選定経緯と契約内容（調達経緯説明書）の確認 

本体契約が「ランプサム契約」「実費精算契約」のいずれの場合においても、「業

務主任者」は、契約金額が 300 万円を超える機材調達を「実費精算契約」にて行う

場合には、契約相手先と契約締結後、機材調達先の選定経緯と契約概要（契約書を

添付）を「調達経緯説明書（機材調達）」（様式任意）にまとめて打合簿に添付し

「監督職員」に提出します。なお、英文以外の契約書については、英文又は和文の

仮訳を添付してください。 

「業務主任者」は、「調達経緯説明書（機材調達）」の写しをJICA在外事務所（兼

轄国の事務所、支所を含む。）にも提出します。 

本体契約が「実費精算契約」の場合は、「受注者」は「監督職員」確認後の打合簿

を精算報告書に添付します。 
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本体契約が「ランプサム契約」「実費精算契約」のいずれの場合においても、契約

金額が 300 万円を超える機材調達を「ランプサム契約」にて行う場合には、打合簿

（添付：選定経緯説明書）の作成・提出は不要です。 

 

エ. 調達した機材の確認 

調達した機材については、供与機材（機材調達後に、相手国政府機関に速やかに

譲渡するもの）を除き、JICA に所有権があります。 

「業務主任者」は、消耗品の扱いを受ける物品14を除き、JICA に所有権がある機

材については、「貸与物品リスト」を作成し、月報に添付し「監督職員」へ提出して

ください。「貸与物品リスト」は、月報同様に JICA 在外事務所（兼轄国の事務所、

支所を含む。）にも提出してください。 

供与機材の場合は、「業務主任者」は、調達後速やかにこれを相手国政府実施機関

等に譲渡し、当該機関の長又はそれに準ずる者の署名入りの受領書を取り付けてく

ださい。「業務主任者」は、受領書の原本を「監督職員」へ提出してください。「実

費精算契約」の場合は、「業務主任者」はその写しを精算報告書に添付します（「ラ

ンプサム契約）の場合は対応不要です）。 

 

オ. 調達機材の品目の追加 

調達機材の品目を追加する必要が生じた場合（業務内容の変更）は、契約金額の

範囲内であれば、「監督職員」と「業務主任者」とで協議し打合簿を交わすことで、

調達機材を追加することができます。 

ただし、調達機材の品目の追加に伴い、契約金額の増額が必要である場合は、契

約変更が必要です。 

 

（１１） 本邦研修・招へい 

本邦研修・招へい業務を行う場合は、「技術研修等支援業務契約」を別途締結しま

す。 

 

研修・招へい受入業務については、「コンサルタント等契約における研修・招へい

実施ガイドライン」に基づき実施してください。 

 

（１２） 為替変動や航空賃の価格上昇による影響 

為替変動や航空賃の価格上昇により増額の必要性が生じた場合、「業務主任者」

は契約金額の範囲内で最大限工夫して対応します。それでも業務に重大な影響が

あり、やむを得ない場合は、「監督職員」に報告し対応を相談します。 

 

為替変動や航空賃の価格上昇による経費の増加については、契約金額の範囲内で

「受注者」側の責任で調整するのが原則です。経費支出の裁量を広く「受注者」に

認めていることから、「発注者」としては、安易に「やむを得ずかかった経費なので、

精算対象とする。」との判断はできません。 

 
14 消耗品とは①使用可能期間が１年未満のもの、②１件当たりの取得単価が２０万円未満のもの、③取得価格が 5 万円未満の

パソコン・携帯電話、の何れかに該当するものです。 
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一方、急激な為替変動や航空賃の価格上昇により、「受注者」の最大限の努力にも

関わらず、業務に重大な影響があると考えられる場合には、為替変動や航空賃の上

昇による具体的影響（不足見込み額含む）、対応策等について「監督職員」に速やか

に報告・相談してください。その結果、「監督職員」が契約金額の増額がやむを得な

いものと判断する場合には、「監督職員」と「業務主任者」は打合簿を取り交わして、

「契約担当課長」に提出し【３者打合簿】、契約変更をします。 

なお、契約終了間際になってからの事後的な相談には応じられませんので、ご注

意ください。 

 

（１３） 不可抗力 

不可抗力（洪水、暴動等）15が発生し、予定通りの業務が困難となった場合、「監

督職員」と「業務主任者」は、その対処方法を協議し、契約内容の変更を行いま

す。 

 

ア． 不可抗力発生の第一報 

不可抗力が発生した場合には、「業務主任者」は、どのような連絡手段であれ、可

能な限り速やかに「監督職員」まで第一報をしてください。その後、①不可抗力の

内容、②不可抗力が業務に与える影響（暫定的な判断で可）を報告してください。 

 

イ． 応急的対応に係る経費の確認 

応急的な対応に係る経費については、以下の費用を原則発注者側の負担とします。

追加経費については、まずは費目間流用で対応し、その後、契約金額増額のための

契約変更の手続きを行います。当該経費に係る積上げについては、「監督職員」と

「業務主任者」で打合簿を交わし、「契約担当課長」が確認します。（「ランプサム契

約」の場合は、費目間流用という考えはありませんので、打合簿に基づき契約変更

を行います。） 

 

不可抗力時の応急的な対応に係る発注者側負担事項 

 

1． 待機期間に要した「直接人件費」及び「日当・宿泊費」 

2． 現地業務地からの避難のために要した「交通費」の増加分 

3． 機材が損害を受けた場合の機材の補修費又は代替機材購入費のための「機材

費」（保険付保による保険金分を除く。） 

4． その他類似する費用で、合理的に妥当と判断される経費 

 

ウ． 業務復帰計画 

不可抗力が終息し、中断した現地業務を再開する場合、作業工程・要員計画の再

設定や復帰に必要な追加業務人月・直接経費等の確定が必要となります。「監督職員」

と「業務主任者」は業務復帰計画を協議・確認のうえ打合簿を作成し、「契約担当課

長」も確認します【３者打合簿】。不可抗力が終息せず、業務の大幅な縮小（実質的

な中止）を行わざるを得ない場合は、原則として、「監督職員」と「業務主任者」で
 

15 業務実施契約約款第 12 条参照 
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協議して 3 者打合簿を取り交わし、業務の大幅な縮小にかかる契約変更を行い、契

約を完了させることとなります。契約変更に際してのJICAの基本的な考え方を整理

すると以下のとおりです。 

 

不可抗力が終息しない場合の取扱い 

 

1． 業務工程上既に終了している部分については、これらを変更契約において成

果（品）として規定することにより、業務完了の確認根拠と位置付け、成果

（品）の合格をもって、経費支払いの対象とする。 

2． 業務工程上着手中の準備業務については、作業継続により一定の成果（品）

が得られることを条件に、当該業務を継続し、経費支払いの対象とする。 

3． 業務工程上着手中の現地業務については、若干の工程延長により一定の成果

（品）が得られることを条件に、当該業務を継続し、経費支払いの対象とす

る。 

4． その他、不可抗力への応急的対応に係る経費を契約金額に盛り込む。 

 

（１４） 継続契約 

長期にわたる契約の場合、複数期に分けて契約する場合があります。先行契約が

終了する前に継続契約について協議し、合意内容を 3 者打合簿で確認して、「継

続契約」を締結します。 

 

継続契約については、「監督職員」と「業務主任者」とで、以下の点を協議・確認

のうえ、打合簿（様式３－３）を作成し、変更内容を反映した特記仕様書（案）、見

積書（案）、支払計画書（案）を添付して、「契約担当課長」に提出します【3 者打

合簿】。 

 

ア． 契約交渉時の業務内容または契約金額の変更の有無の確認 

業務を取り巻く環境の変化等により、業務内容を見直す状況が発生する、あるい

は、業務の進捗状況等を勘案して各期で予定していた作業項目を入れ替えた方が効

率的であるなど、該当する期の業務内容を、当初契約締結時から変更する必要が生

じることがあります。その場合には、「監督職員」と「業務主任者」は、その必要

性・妥当性を確認します。 

また、業務内容に変更はないものの、為替変動、航空運賃や物価の高騰、効果的

な業務遂行のための数量変更等により、当初見積書から契約金額が増額になる場合

には、受注者は他の費目での減額を検討し当初見積見積書の金額内に収めることを

先ずは検討してください。その上で、「監督職員」と「業務主任者」は、増額の要否

を協議します。 

 

イ． 先行契約の一般業務費の支出の計上の有無の確認 

先行契約の一般業務費の支出のうち、次のものについては継続契約で精算するこ

とを認めますので、打合簿で確認します。なお、打合簿で確認していない支出は精
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算の対象と認めませんので注意してください。また、先行契約と継続契約の業務内

容、支出が明確に分けられるのであれば、先行契約の契約期間と重複して継続契約

を締結することも可能ですので、こちらも含めて対応を検討してください。 

 

① 水道光熱費及び電話代 

現地での水道光熱費や電話代は、使用した時期より支払いの請求が遅れる（翌月

請求等）ことが一般的です。このような原因で、精算報告書作成までに証拠書類が

整わない場合、当該金額を継続契約において計上、精算することを認めます。 

 

② その他の一般業務費 

先行する契約期間と継続契約の契約期間の間で（JICAとの契約が存在しない期間

に）支出される経費は、原則精算の対象外ですが、以下の一般業務費について、現

地商習慣において中断が極めて困難、あるいは継続して契約した方が廉価である場

合は、これら経費の継続契約での計上、精算を認めます。 

 

 雑費（インターネットの年間契約等の通信・運搬関連の費用） 

 特殊傭人費 

 車両関連費 

 事務所関連費 

 施設・設備等関連費 

 

（１５） 一般業務費支出実績確認表の確認 

精算に先立って、「業務主任者」は「一般業務費支出実績確認表」を作成し、「監

督職員」と業務に要した一般業務費の支出を確認します。 

 

「業務主任者」は、業務完了後、支払を請求するに先立って、「監督職員」が一般

業務費の支出が業務に伴う適切なものであったことを確認できるよう、「一般業務費

支出実績確認表」を作成します。なお、部分払の際の作成・提出は不要です。【２者

打合簿】 

それぞれ確認すべき留意点を以下に記載します。 

 

＜業務主任者＞ 

「業務主任者」は、「一般業務費支出実績確認表」の作成にあたっては、直接経費

の支出について、「『経理処理ガイドライン』Ⅲ「直接経費」に規定する用途を踏ま

えて、個別支出が、これらに適合しているかを確認してください。 

特に次ページの「直接経費の個別支出に関する留意事項」に、「業務実施契約」で

支出できない品目についてまとめていますので、これらの支出を含まないよう注意

してください。 

 

 

＜監督職員＞ 

「監督職員」は、一般業務費支出実績確認表に記載の支出が契約業務に関連した

支出であることを確認します。 
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また、次ページの「直接経費の個別支出に関する留意事項」を踏まえ、「業務実施

契約」で支出できない品目がないかにも注意してください。 

 

なお、「監督職員」が確認済の支出であっても、精算時に、調達・派遣業務部が、

「『経理処理ガイドライン』で規定される用途を明らかに超えて支出されている』あ

るいは「業務とは明らかに無関係な支出」と判断する品目については、「監督職員」

及び「業務主任者」に説明を求め、その結果によっては、支出の対象として認めな

い場合があります。 

 
 

直接経費の個別支出に関する留意事項 

費用項目  留意事項  

一

般

業

務

費  

特殊傭人費    技術協力プロジェクトにおいて、カウンターパート(C/P)の

給与・超過勤務手当は原則計上できません。 「一般業務費

の特例を認める国・地域」（※）での技術協力で RD 等によ

り負担することを認めている場合のみ計上することができま

すので企画競争説明書等の記載を確認してください。   

車両関連費   特になし  

セミナー等実施

関連費   
 昼食代はセミナー等を全日開催した場合に計上可能ですが、

夕食代やアルコール類の計上は認めません。  

事務所関連費    プロジェクト事務所に設置する場合であっても、冷蔵庫、 

洗濯機、乾燥機、電子レンジ等の生活家電は支払い対象とし

ません。ただし、C/P が準備するべき執務環境に不備があ

る場合は、例外的に計上を認めることがあります（例：発電

機、エアコン等） 。 

旅費・交通費    現地傭人を除く業務従事者の「少額交通費」に位置づけられ

る支出については、日当に含まれるため、直接経費への計上

は認めません。少額交通費の範囲は、領収書 1枚につき

1,000円未満の支出を目途とします。  

 技術協力プロジェクトにおいて、C/P の旅費（第三国研修

への参加に要する旅費は除く）は原則計上できません。「一

般業務費の特例を認める国・地域」（※）での技術協力で

RD等により負担することを認めている場合のみ計上するこ

とができますので企画競争説明書等の記載を確認してくださ

い。   

施設・設備等関

連費   
 相手国政府が提供する事務所にかかる水道光熱費は原則相手

国政府の負担としますが、「一般業務費の特例を認める国・

地域」（※）に限り、プロジェクト施設への電気・水道等の

引き込み及び道路整備等に係る経費及び供与機材の据付経費

を施設・設備等関連費として計上することができます。  

資料等翻訳費    資料等翻訳費は、仏文・西文・現地語等の資料にかかる英文

等への翻訳費です。英文⇔和文の翻訳費は対象外です。  

雑費    業務従事者及び現地傭人・C/P が日常業務及び日常生活で

使用するコピー用紙、モバ イルプリンタ、インクカートリ

ッジ、パソコン周辺機器（USB メモリー等）や文房具、日

用品（トイレットペーパー、石鹸・洗剤、ミネラルウォータ
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ー、合鍵、 マスク、一般医薬品等）、名刺などは対象とな

りません。（セミナー等実施関連費及び事務所関連費に区分

されるものは各費目に計上してください。）  

 雑費でコピー代・印刷代は計上できません。セミナー等実施

関連費、報告書作成に区分されるものは各費目に計上くださ

い。  

 図書は、C/P 等への指導・共用するものであれば認めます

が、業務従事者が業務の参考にする図書は認めません。  

 会議費（会食費用）、茶菓子代の計上は認めません。  

 衛星携帯電話については、紛争影響国・地域における活動

等、必要と判断される場合に限り、通信機器のレンタル料、

契約料、通話料を認めます。  

 海外送金手数料は、現地子会社やプロジェクト口座への送金

等も含めて、その他原価として報酬に含んで支払っているた

め原則として計上しません。例外として、以下の条件に合致

するものは、計上できます。  

① 海外送金の１件当たりの金額が 100 万円以上である場

合   
② 海外送金の１件当たりの金額が 100 万円未満であるが、

契約履行期間内の支 払いにかかる海外送金手数料の合計額

が 5 万円を超える場合   
 日本国内又は現地国内での銀行振込手数料については、「報

酬（その他原価）」に含まれるので対象ではありません。  
 業務従事者 JICA 本部で打合せを行うための移動費、旅券・

査証取得代、健康診断料、予防接種代、海外旅行保険料など

は報酬のその他原価に含まれていますので、計上できませ

ん。  

 「消耗品一式」などの記載ではなく、品目・内容がわかるよ

うに記載ください。  

 手土産代の計上は認めません。  

 コロナ関連費の計上は認めません。  

通訳傭上費   通訳については、企画競争説明書等で業務従事者の「語学能

力」として指定した言語と日本語との間の通訳に係る経費は

計上を認めません。  

報告書作成費   製本を不要とする報告書の印刷（コピー）代は計上できませ

ん。ただし、量が多く、外部に印刷を発注する場合には、計

上を認めますので、報告書作成費で計上ください。  

機材費   業務従事者や現地傭人・C/P が日常的に使用するパソコン、

タブレットやデジタルカメラについては、購入費も損料の計

上も認めません。これらについては、自ら用意してくださ

い。 ただし、現地で大規模な解析作業を行うなど、一般的な

業務とは異なる用途で使用される場合にはその限りではあり

ません。  

  

※「一般業務費の特例を認める国・地域」とは財政事情等が困難な国・地域（IDA 融資適格

（「http://ida.worldbank.org/about/borrowing-countries」参照）、や国連開発計画委

員会が認定する後発開発途上国（「ldc_list.pdf (un.org) 」参照）をいう。  

http://ida.worldbank.org/about/borrowing-countries
https://www.un.org/development/desa/dpad/wp-content/uploads/sites/45/publication/ldc_list.pdf
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（１６） 検査・支払い 

「発注者」は業務完了届提出の翌日から起算して 10 営業日以内に確認検査を行

い、結果を「受注者」に通知します。 

 

「受注者」は、業務完了時（又は部分払の対象とするため部分的な業務を完了し

た時）、業務完了届（部分払の際は業務部分完了届）と最終成果品（部分払いの際は

中間成果品）を、「発注者」に提出します（実際の提出先は「監督職員」になりま

す）。 

最終成果品の場合は「自己評価及び契約管理に関する要望について」（様式５）

（「資料５ 自己評価の様式」参照）も提出します。「業務主任者」は、自らが履行

した業務の結果について「自己評価」に記載し、併せて、JICA の契約管理に関して

改善すべき点等があれば、ご指摘ください。 

JICA検査職員（JICA案件担当部長、JICA在外事務所主管案件では JICA在外事

務所長）は「監督職員」からの実績評価報告16及び「業務主任者」からの自己評価

を踏まえ、成果品の内容を確認した上で、履行された業務を検査（合否を判断）し、

検査結果を契約担当役理事名の文書をもって「受注者」に通知します。 

 

 

（１７） ダイバーシティへの配慮 

JICA では、多様な人材の活用を促進するため、複数名で 1 つの担当業務を行

うことができることも認めます。 

 

JICA では、多様な人材の活用を促進するため、担当業務の人月を複数名の従

事者で柔軟に対応できるような業務従事者の配置を認めます。これにより、個人

的理由の制約により長期配置が困難であった人材の活用が可能になるとともに、

突然の私的事項による従事者交代等の事態を避けることができ、業務への影響も

複数名体制のメリットを活かして最小限に抑えることができます。 

「受注者/業務主任者」は、契約交渉時であれ業務実施中であれ、希望があれ

ば提案してください。 

 

  

 
16 実績評価とは、業務の質的向上を目的として、「受注者」の業務履行の質を評価し、記録し、コンサルタント等の適切な選定

に反映する制度です。 
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３. JICA 在外事務所の役割 

JICA 在外事務所（「支所」を含む）の役割について解説します17。「業務主任者」

は JICA 在外事務所とよく連携を図りながら、業務を進めてください。 

① JICA 在外事務所は、技術協力事業や各種調査等の業務をモニタリングしま

す。事業の目標や活動内容を変更する必要が生じた場合に、Ｃ/Ｐ機関と協

議を行うのは、主に JICA 在外事務所となります。 

② JICA 在外事務所は、日常的にＣ/Ｐ機関とコンタクトし、現地事情にも通じ

ています。「業務主任者」は、現地で業務を遂行するに当たっては、業務の

進捗状況や発生している課題について JICA 在外事務所へ報告するととも

に、業務の方向性について意見交換をしてください。「監督職員」は、「業務

主任者」とＣ/Ｐ機関及び JICA 在外事務所との間での意見交換を尊重しな

がら、契約管理や業務管理を行ってください。 

③ JICA 在外事務所は、「業務主任者」とそのチームに対して便宜供与をする

他、安全管理や相手国政府機関に係る既存情報、当該国の税制（ＶＡＴ免税

手続き等）や法制度（現地傭人に係る法的枠組み）などについて、適切に

「業務主任者」に情報提供します。加えて、JICA 在外事務所は、現地再委

託や機材の現地調達の場合の入札会への参加、現地再委託契約及び 200 万

円を超える特殊傭人等の現地傭人契約を「実費精算契約」にて結ぶ案件に係

る事実確認、調達された機材の「業務主任者」による物品管理状況の確認、

実績評価に係る情報提供なども行います（なお、現地再委託は「コンサルタ

ント等契約における 現地再委託契約ガイドライン」、機材調達・管理は「コ

ンサルタント等契約における物品・機材の調達・管理ガイドライン」を参照

してください）。 

④ 「業務主任者」は、業務計画書、月報などは業務対象国（兼轄国の事務所含

む）の JICA 在外事務所にもメールにて共有してください。 

⑤ JICA 在外事務所主管の案件では、JICA 在外事務所の「監督職員」は、必

ず本部窓口担当者（関連部署の担当者等）を確保し、「業務主任者」へ通知

して下さい。 

  

 
17 従来任命していた分任監督職員については、在外事務所の役割で十分にカバーされるため、廃止しました。 
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４. 業務従事者等の安全対策について 

「発注者」と「受注者」は、契約約款第11条（安全対策措置等）のとおり、業務

従事者等の安全確保に最大限協力して努めることとしています。 

 

（１） 安全対策措置 

「発注者」は安全対策の一環として、事業を実施している国ごとに「安全対策措

置（渡航措置及び行動規範）」を定めています。併せて、国ごとの「安全対策マニュ

アル」を作成していますので、「安全対策措置」を踏まえた具体的な対策を検討する

際に参考としてください。 

 

＜コンサルタント等にかかる渡航手続き・安全対策について（依頼）＞ 

安全対策措置は以下のJICAのウェブサイトからも入手可能です。入手方法は、以

下のウェブサイトからログインＩＤ及びパスワードを申請のうえ、情報をダウンロ

ードして閲覧ください。もしくは、JICA 安全管理部（JICA 安全対策情報申請窓口）

JICAST@JICA.GO.JP へ「件名：JICA 国別安全対策情報に係る問い合わせ」とし

てメールでお問い合わせください。 

 

JICA 国別安全対策情報 

HTTPS://WWW.JICA.GO.JP/ABOUT/SAFETY/RULE.HTML 

 

 

（２） 安全対策研修の受講 

現地に渡航する業務従事者は、安全対策研修を受講してください。ただし、提供

されている研修素材の言語を理解できない者については、この限りではありません。

詳しくは以下をご参照ください。 

 

JICA 安全対策研修・訓練 

HTTPS://WWW.JICA.GO.JP/ABOUT/SAFETY/TRAINING.HTML 

 

 

（３） 渡航に伴い実施する事項 

現地の治安状況等により、JICAの安全対策措置を変更している場合もあるため、

必ず国別「安全対策措置」の最新状況をご確認ください。また、海外渡航管理シス

テムへの登録をお願いします。 

 海外渡航管理システム（トコカン）の導入について ｜ JICAについて - JICA 

 

 

  

mailto:jicast@jica.go.jp
https://www.jica.go.jp/about/safety/rule.html
https://www.jica.go.jp/about/safety/training.html
https://www.jica.go.jp/about/announce/information/common/2023/20240308.html
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第３章 ランプサム契約における契約管理 

本章では、「ランプサム契約」における契約管理について説明します。はじめに

契約管理の基本的な考え方を解説します。次に具体的な契約管理手続きを説明し

ます。なお、「実費精算契約」については第 2章を参照ください。 

☞「第２章 実費精算契約における契約管理」 

 

１． 契約管理の基本的な考え方（ランプサム契約） 

ランプサム契約の契約管理の基本的な考え方は次のとおりです。 

ランプサム契約の契約管理における基本的な考え方 

 

１． 「ランプサム契約」は、あらかじめ「業務内容」と「契約金額」を確定し、

「業務の完了/成果品の完成」に対して契約金額を支払う契約です。その契約

管理方法は「成果管理」であり、「発注者」が投入（業務従事者の人月実績、

経費の用途・内訳など）の確認を行う「投入管理」は行いません。「発注者」

と「受注者」は、成果を生み出すプロセスとしての業務の進捗状況を管理・監

督します。 

 

２． 契約内容の変更 「ランプサム契約」では、原則、契約内容は変更しないこと

を前提としており、安易に業務を変更することができません。ただし、公示時

点で前提としていた状況が大幅に変更になった場合など真にやむを得ない場合

は、契約内容も変更可能です。その際、次の場合は契約変更が必要です。 

① 業務内容の大幅な変更（特記仕様書記載の作業項目の追加・削除等） 

② 履行期間の変更 

③ 契約金額の変更（「ランプサム契約」では「契約金額」をあらかじめ確定

していて精算がないため、経費は、増額のみならず減額する場合も、そ

の金額の大きさに関わらず、すべからく契約変更が必要です。） 

 

３． 業務従事者 原則、業務従事者の選定と配置は「受注者の裁量」であり、「発

注者」は、業務従事者の格付・航空券クラスや配置を確認しません。ただし、

業務務主任者/副業務主任者の変更（交代）は「監督職員」の承諾が必要です

（打合簿）。 

 

４． 経費（契約金額と内訳） 「契約金額」はあらかじめ確定しており、経費の使

い方は「受注者の裁量」であるため、「発注者」は支出内容を確認しません。

ただし、契約金額の一部に実費精算部分があれば、「発注者」は、その予算額

及び支出額を確認します。 

 

５． ３者打合簿 「監督職員」と「業務主任者」が打合簿を交わす場合に、①契約

変更や別契約締結（継続契約）に関するもの、②支払（支払計画の変更、定額

計上のランプサム方式の適用）に関するもの、③将来の契約変更や契約解除等

の方針に関するものについては「契約担当課長」も確認します。なお、「監督

職員」、「業務主任者」、「契約担当課長」の3者が確認する打合簿を「3者

打合簿」と呼びます。 
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表３－１ 契約管理業務と権限（ランプサム契約） 
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２． 契約管理手続き（ランプサム契約） 
 

番号 項   目 概   要 

（１） 契約交渉/契約条件等

の確認 

「発注者」は、「受注者」と、契約内容・条件に

ついて、契約交渉（企画競争（QCBS－ランプ

サム型））または契約条件等の確認（一般競争入

札（総合評価落札方式））を行います。 

－ 契約締結 契約交渉で合意が得られた段階で、契約書案を

作成し「業務実施契約」を締結します。 

－ 渡航手続き等 業務対象国へ渡航する際の手続き、海外旅行

保険、安全対策、健康管理については「コン

サルタント等にかかる渡航手続き・安全対策に

ついて（依頼） ｜ JICA について - JICA）」に

取りまとめています。 

（２） 打合簿 「監督職員」と「業務主任者」との間の打合せ

事項（指示、承諾、協議及び確認）を記録とし

て残します。契約内容の軽微な変更は、打合簿

を取り交わすことで行うことができます。 

（３） 契約締結時の合意事

項と業務計画書等の

確認（0号打合簿） 

契約書の補完文書（業務計画書、契約金額詳細

内訳書、支払計画書、業務従事者名簿）、契約交

渉において協議・確認した事項（契約開始時の

合意事項、成果品等提出計画表）について、契

約締結から 10営業日以内に 0号打合簿を取り

交わします。 

（４） コンサルタント業務

従事月報（月報） 

「業務主任者」は月毎にコンサルタント業務従

事月報（月報）を作成し、「監督職員」に、業務

の進捗状況等を報告します。 

（５） 契約内容の変更 「ランプサム契約」では、原則、契約内容の変

更は想定していません。ただし、公示時点で前

提としていた状況が大幅に変更になった場合な

ど止むを得ない場合には、契約変更あるいは打

合簿を取り交わすことで対応します。 

（６） 契約変更 「ランプサム契約」では「業務内容」及び「契

約金額」をあらかじめ確定していますので、原

則、契約変更は行いません。ただし、公示時点

で前提としていた状況が大幅に変更になった場

合など真に止むを得ない場合には、契約変更す

ることも可能です。事前に 3者打合簿で変更内

容を取り交わし、契約を変更します。 
  

https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/guideline/consultant/abroad.html
https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/guideline/consultant/abroad.html
https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/guideline/consultant/abroad.html
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（７） 定額計上 契約締結時に定額計上とした未確定業務につい

て、契約実施中に業務内容と予算額を確定し、

当該業務完了後は残額を確定します。予算額を

確定する際に、入札や複数見積等により価格の

妥当性を確認でき、金額を確定できる場合は、

ランプサム方式を適用し精算不要とすることが

できます（金額を確定できない場合は、実費精

算方式を適用します）。なお、使途が予め明確な

定額計上については、予算額のみを確定しま

す。 

（８） 再委託（現地再委

託、国内再委託） 

再委託業務を行う場合、「業務主任者」は再委託

先の選定結果と契約内容を「監督職員」に報告

します。なお、該当する現地再委託が「ランプ

サム契約」の場合、上述報告は不要です。 

（９） 機材調達・管理 機材調達業務を行う場合、「業務主任者」は調達

先の選定結果と契約内容を「監督職員」に報告

します。なお、契約金額が 300万円を超える

機材調達を「ランプサム契約」にて行う場合、

上述報告は不要です 

また、「業務主任者」は「貸与物品リスト」を作

成し物品を管理するとともに、供与機材は相手

国政府実施機関等へ譲渡します。 

（10） 本邦研修・招へい 本邦研修・招へい業務を行う場合は、「技術研修

等支援業務契約」を別途締結します。 

（11） 不可抗力 不可抗力（洪水、暴動等）18が発生し、予定通

りの業務が困難となった場合、「監督職員」と

「業務主任者」は、その対処方法を協議し、契

約内容の変更を行います。 

（12） 継続契約 長期にわたる契約の場合、複数期に分けて契約

する場合があります。先行契約が終了する前に

継続契約について協議し、合意内容を 3 者打合

簿で確認して、「継続契約」を締結します。 

（13） 検査・支払い 「発注者」は業務完了届提出の翌日から起算し

て 10営業日以内に確認検査を行い、結果を

「受注者」に通知します。 

 

  

 
18 業務実施契約約款第 12 条参照。 
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（１） 契約交渉/契約条件等の確認 

「発注者」は、「受注者」と、契約内容・条件について、契約交渉（企画競争

（QCBS－ランプサム型））または契約条件等の確認（一般競争入札（総合評価

落札方式））を行います。 

 

＜企画競争（QCBS－ランプサム型）の場合＞ 

「発注者」は業務内容を「特記仕様書案」として提示し、「受注者から「プロポー

ザル」として提案を受けます。「発注者」と「受注者」は、契約交渉（企画競争

（QCBS－ランプサム型））時に、業務内容と実施方法論を協議・確認し、契約実施

中に認識の齟齬が生じないよう、互いの理解をすり合わせます。「発注者」はその結

果を踏まえて、「特記仕様書」を作成し、「受注者」は「特記仕様書」に基づき実施

方法を記載した「業務計画書」を作成します。これが「契約管理」の基礎となりま

す。 

 

図３－１：業務開始までのプロセス（QCBS－ランプサム型） 

 
 

＜一般競争入札（総合評価落札方式）の場合＞ 

「発注者」は業務内容を「特記仕様書」として提示し、「受注者」から「技術提

案書」として提案を受けます。「発注者」と「受注者」は、質問/回答を通じて特記

仕様書が指示する業務内容と業務実施の方法論の認識を合わせます。入札後は、契

約条件等の確認を通じて、契約実施中に認識の齟齬が生じないよう、互いの理解を

すり合わせ、必要に応じて「契約開始時の合意事項」（0号打合簿）に確認内容を記

載します。「受注者」は「特記仕様書」及び確認内容に基づき実施方法を記載した

「業務計画書」を作成します。これが「契約管理」の基礎となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

56 

図３－２：業務開始までのプロセス（一般競争入札（総合評価落札方式）） 

 
 

企画競争（QCBS－ランプサム型）及び一般競争入札（総合評価落札方式）いず

れの場合も、契約交渉/契約条件等の確認においては、「発注者」と「受注者」は、

次の点を確認します。 

 

ア. 企画競争説明書で提示された契約の上限額を超える別提案・別見積があった

場合の取扱い（企画競争（QCBS－ランプサム型）のみ） 

イ. 業務計画書に反映すべき点の確認 

ウ. 経費に関する合意事項 

エ. 業務従事者に関する合意事項 

 

ア. 上限額を超える別提案・別見積があった場合の取扱い（企画競争（QCBS－ラ

ンプサム型）のみ） 

「受注者」から企画競争説明書で提示された契約の上限額を超える別提案・別見

積があれば、「監督職員」は、その必要性・妥当性を検討し、予算手当も考慮のうえ、

提案を受け入れるか否かを判断します。「監督職員」は判断結果を契約交渉時に「業

務主任者」に伝え、提案を受け入れる場合には、特記仕様書において作業項目の追

加等を行います。併せて「監督職員」は必要に応じて追加予算を確保します。 

別見積であっても、契約交渉時もしくは契約履行途中に複数見積書等にて価格の

妥当性が確認でき、金額を確定できるようであれば、ランプサム方式とすることが

可能です。金額を確定することが困難な場合は、その部分は「実費精算方式」とし

て精算対象にします。 

 

イ. 業務内容・実施方法の認識合わせ 

「監督職員」と「受注者」は次の点を確認します。 
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1． 「監督職員」と「受注者」は、契約条件等の確認、業務計画書の作成のプロ

セスにおいて、業務内容（作業項目）と実施方法について認識を一致させる

ようにしてください。なお、認識を一致させる中で、特記仕様書に記載され

ている業務内容・実施方法について、より明確にする必要があると両者が判

断するものについては、「業務開始時の合意内容」（0 号打合簿）に記載しま

す。 

 

2． 「監督職員」は、業務計画書に反映すべき点がれば「受注者」にコメントし

ます。「受注者」は、「監督職員」のコメントも踏まえ、業務計画書を作成

し、0 号打合簿で「監督職員」と確認します。なお、実施方法によっては、

必要な業務従事者の人月に大きく影響する場合もあるため注意してくださ

い。 

 

3． 「監督職員」と「受注者」は、業務実施上の条件、想定される契約業務履行

上のリスクについても確認し、必要あれば、「業務開始時の合意内容」（0 号

打合簿）に記載します。 

 

ウ. 経費に関する合意事項 

「実費精算契約」を参照。☞「第 2章２．（１）エ 経費に関する確認事項」 

 

エ. 業務従事者の従事計画に関する確認事項 

業務従事者間の人月や渡航回数の振替、現地業務と準備業務の人月の振替等につ

いては、「受注者の裁量」ですが、「監督職員」は、特定時期（相手国政府への調査

結果の説明、セミナー開催、C/P との年次協議等）の「業務主任者」の現地派遣や

中心的な業務従事者の長期現地滞在など、特に指示しておく必要がある場合には、

「受注者」と確認しておきます。 

なお、現地業務人月と準備業務人月は日数の数え方が異なる（現地業務は拘束日

30 日で 1 人月。準備業務は稼働日 20 日で 1 人月。）ので、振替はあくまで日数で

はなく、人月で確定すること。 

 

（２） 打合簿 

「実費精算契約」を参照。☞「第 2章２．（２）打合簿」 

 

（３） 契約締結時の確認事項と業務計画書等の確認（０号打合簿） 

「実費精算契約」を参照。☞「第 2 章２．（３）契約締結時の合意事項及び業務

計画書等の確認（０号打合簿）」 

 

（４） コンサルタント業務従事月報（月報）（ランプサム契約） 

「業務主任者」は月毎にコンサルタント業務従事月報（月報）を作成し、「監督職

員」に、業務の進捗状況等を報告します。 
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「業務主任者」は、月初めに月報（ランプサム契約用：様式１－２）を「監督職

員」に提出します。JICA 在外事務所（兼轄国の事務所、支所を含む。）にもメール

で共有してください。月報の記載内容は、以下ア～ウの３つです。月報の様式と記

載方法は「別添資料１ コンサルタント業務従事月報（月報）の様式について」を参

照してください。 

 

ア． 業務の進捗報告 

「業務主任者」は、月報の「本月の業務進捗の概要」に、当該月の業務内容と進

捗状況を記載し、「監督職員」に報告します。記載項目は特に定めませんが、次の内

容を含めるようにしてください。なお、業務の進捗を報告するものであり、契約管

理上の手続きの記載は不要です。 

 

1． 当該月に実施された作業内容 

2． 業務全体及び個々の作業項目の進捗状況（当初計画と比較した進捗または遅

延の状態、遅延の場合は原因と対策を記載） 

3． 業務遂行上の懸案事項や提案等 

 

イ． 翌月の現地渡航予定 

「業務主任者」は、「翌月の現地渡航予定」で、翌月に渡航を予定する業務従事者

名と予定期間を報告します。 

 

ウ． 年度毎の渡航実績の報告 

「業務主任者」には、JICA の事業統計整備に必要なため、業務従事者の年度毎の

業務従事者渡航実績（様式１－４）の提出をお願いします。「業務主任者」は、①業

務期間が年度を跨がないものについては、履行期間中で最後の月報において、②業

務期間が年度を跨るものについては、（各年度の最終月である）3 月の月報（4 月初

旬に提出）及び履行期間中で最後の月報において、業務従事者の渡航実績表を添付

してください。 

 

エ．個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策の履行状況  

 履行状況報告について書面で行う際は、こちらを追記ください（報告しない場合

は、追記不要です）。また、発注者が提供する情報（個人情報を含む）を取り扱う再

委託業務について契約締結した場合、追記ください（該当しない場合は追記不要で

す）。 

 

（５） 契約内容に関する変更（ランプサム契約） 

 

「ランプサム契約」では、原則、契約内容の変更は想定していません。ただし、

公示時点で前提としていた状況が大幅に変更になった場合など止むを得ない場合

には、契約変更あるいは打合簿を取り交わすことで対応します。 
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「ランプサム契約」はあらかじめ「業務内容」と「契約金額」が確定している契

約方式ですので、「業務内容」と「契約金額」の変更には安易に変更することはでき

ません。それゆえに、次の 2点を十分理解しておいてください。 

1． 「業務内容」を変更する場合には、公示時点で前提としていた状況が大幅に

変更になったなど、真にやむを得ない場合であるかを判断する必要がありま

す。また、「監督職員」と「業務主任者」が取り交わす「業務開始時の合意事

項」（0 号打合簿）に記載された業務実施上の条件や想定されるリスク等は、

契約内容の変更の判断の根拠になります。 

 

2． 「契約金額」については、「ランプサム契約」は精算がないため、わずかな減

額であっても、すべからく契約変更が必要になります。「業務内容」の変更に

伴い経費が増減する場合は、「実費精算契約」のように打合簿による合意はで

きず、契約変更が必要になります。 

 

そのうえで、契約内容の変更について、「表３－１契約管理業務と権限（ランプサ

ム契約）」に基づき、具体的に解説します。 

1． 業務内容等（いつまでに（期限）、何を（業務内容）、どのように(実施方法)）  

2． 経費（いくらで（契約金額と内訳、予算計画）） 

3． 業務従事者（誰が） 

 

ア.  業務内容等 

(ア) 業務内容の変更 

大幅な変更（特記仕様書に作業項目を追加・削除する等）がある場合は、契約変

更が必要です。大幅な変更でなくても、「契約金額の増額又は減額」や「履行期間の

延長」を伴う業務内容の変更は、契約変更が必要です。 

すなわち、「監督職員」と「業務主任者」は、打合簿を取り交わすことで変更す

ることができる業務内容の変更は、契約金額にも履行期間にも影響を与えない「業

務内容の変更（大幅な変更を除く）」に限られます。 

 

(イ) 実施方法の変更 

業務計画書記載の業務方法、手法、手順の確定・変更については、「発注者」が特

記仕様書で定めているものを除けば、「受注者の裁量」となります。 

 

(ウ) 履行期間の延長 

止むを得ない理由により、履行期間内に、業務が完了できない場合には、履行期

間を延長します。履行期間を変更する場合には契約変更が必要です（事情により履

行期間を短縮する場合も契約変更が必要です）。 

 

(エ) 履行期間内の成果品（中間成果品を含む）等の提出期限の延長 

履行期間内であれば、成果品（中間成果品を含む）等の提出期限を延長する必要

が生じた場合には、「監督職員」と「業務主任者」が打合簿を交わすことで変更する
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ことができます。ただし、履行期間を延長する必要がある場合、契約変更は必要で

す。 

 

 

イ.  経費（契約金額と内訳）の変更 

(ア)契約金額の変更 

「ランプサム契約」では、増額/減額に関わらず、契約金額を変更する場合は、す

べからく契約変更が必要です。 

 

(イ)支払計画の変更 

「実費精算契約」を参照。☞「第 2章２．（7）イ．（ウ）支払計画の変更」 

 

ウ． 業務従事者の変更 

(ア) 業務主任者/副業務主任者の変更（交代） 

業務主任者/副業務主任者の交代は原則認めていませんが、やむを得ない理由によ

り交代が必要な場合は、「監督職員」が打合簿により承諾することができます。 

業務主任者/副業務主任者の配置自体は変わらないものの、やむを得ない理由（定

年退職等）で業務主任者/副業務主任者が自社の専任技術者でなくなる（補強として

取り扱われる）ような場合があれば、「業務主任者/副業務主任者の変更」と同様に、

「監督職員」が打合簿で承諾します。 

「受注者（業務主任者）」は、次の書類を用意し「監督職員」に送付し、業務主任

者/副業務主任者の交代理由と後任者の適格性を説明し、「監督職員」は交代の可否

を判断します。 

１． 打合簿 

２． 業務従事者名簿 

３． 交代理由及び代替を予定する候補者の経歴書（受注者名による発注者宛文書

とし、打合簿には添付しない。） 

 「契約担当課長」は、後任の業務主任者/副業務主者が新規に配置される場合は、

業務従事予定者の所属先（専任技術者か補強か）を確認します。既に配置済みの業

務従事者が、担当業務の変更により後任の業務主任者/副業務主任者として配置さ

れる場合は、「業務主任者」と「監督職員」による 2 者打合簿にて「監督職員」が

承諾します。なお、ランプサム契約の場合には、業務従事者の格付、航空券クラス

は確認しません。 

 

(イ)業務主任者/副業務主任者以外の業務従事者の変更 

業務主任者/副業務主任者以外の業務従事者の変更は「受注者の裁量」とします。

業務従事者の変更に伴い新規に配置する業務従事予定者があれば、「業務主任者」は、

更新した業務従事者名簿を打合簿に添付して、該当者の経歴書とともに「監督職員」

「契約担当課長」に提出してください。「契約担当課長」は、業務従事予定者の所属

先（専任技術者か補強か）のみを確認します。なお、ランプサム契約の場合には、

業務従事者の格付、航空券クラスは確認しません。 
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(ウ)業務従事者の配置計画の変更 

業務従事者の配置計画の変更は、「受注者の裁量」とします。なお、ランプサム契

約の場合、「監督職員」は配置計画/実績は確認しません。 

 

（６） 契約変更（ランプサム契約） 

「ランプサム契約」では「業務内容」及び「契約金額」をあらかじめ確定してい

ますので、原則、契約変更は行いません。ただし、公示時点で前提としていた状

況が大幅に変更になった場合など真に止むを得ない場合には、契約変更すること

も可能です。事前に 3者打合簿で変更内容を取り交わし、契約を変更します。 

 

「公示時点で前提として状況が変更になった場合の想定事例を参考に示しておき

ます。 

また、「監督職員」と「業務主任者」が取り交わす 0 号打合簿（「業務開始時の合

意事項」）に記載された業務実施上の条件や想定されるリスク等は、契約内容の変更

の判断の根拠になります。 
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公示時点で前提としていた状況が変更になった場合の想定事例 

 

（例１） 公示時点で想定していなかった作業項目が契約開始後に必要であるこ

とが判明した。 

（例２） 現地調査の結果、追加の作業項目が必要になった。 

（例３） C/P 機関が準備する前提だった執務スペース等が確保されず、受注者

側での手配が必要になった。 

（例４） 治安理由等で現地渡航を限定的に想定していたが、現地渡航できるよ

うになった。 

（例５） やむを得ない理由により履行期間が延長した結果、維持コストが増加

した。 

→現地傭人、事務所費用など恒常的に経費がかかっているものは追加

可能。ただし、業務従事者の人月増は単純な履行期間延長の場合は認

めない。 

（例６） やむを得ない理由により業務内容を変更した結果、当初の積算時の想

定と異なる事態が生じ、契約金額に増減が生じた。 

例えば、複数国を対象とする調査における対象国の変更 

変更前：A 国 B 国 C国 

変更後：A 国 B 国 D国 

 

なお、航空賃及び為替変動による契約金額増額は原則不可であるが、あまりに

大きな価格変動や為替の変動があり、契約金額内での対応が明らかに困難な場合

は、「発注者」と「受注者」で協議する。 

 

（７） 定額計上 

「実費精算契約」を参照。☞「第２章２．（８）定額計上」 

 

（８） 再委託（現地再委託、国内再委託） 

「実費精算契約」を参照。☞「第２章２．（９）再委託」 

 

（９） 機材調達・管理 

「実費精算契約」を参照。☞「第２章２．（１０）機材調達・管理」 

 

（１０） 本邦研修・招へい 

「実費精算契約」を参照。☞「第２章２．（１１）本邦研修・招へい」 

 

（１１） 不可抗力 

「実費精算契約」を参照。☞「第２章２．（１３）不可抗力」 

 

（１２） 継続契約 

「実費精算契約」を参照。☞「第２章２．（１４）継続契約」 
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（１３） 検査・支払い 

「実費精算契約」を参照。☞「第２章２．（１６）検査・支払い」 

 

３. JICA 在外事務所の役割 

「実費精算契約」を参照。☞「第２章３．JICA 在外事務所の役割」 

 

４. 業務従事者等の安全対策について 

「実費精算契約」を参照。☞「第２章４．業務従事者等の安全対策について」 
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別添資料１ コンサルタント業務従事月報（月報）の様式について 

 

コンサルタント業務従事月報（月報）の報告内容と必要な様式を整理したものが

次表です。「業務主任者」は月報の作成にあたり、適切な様式を使用してください。 

 

月報の報告内容と様式 

 

 
報告内容 

実費精算契約 

（様式１－１） 

ランプサム契約 

（様式１－２） 

１ 業務の進捗報告 ● ● 

２ 
業務従事者の従事計画

／実績表 

● 

（様式１―３） 
 

３ 翌月の現地渡航予定 ● ● 

４ 
業務従事者の渡航実績

表 

● 

（様式１－３） 

● 

（様式１－４） 
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【様式１－１】コンサルタント業務従事月報（実費精算契約） 

様式１－１ 

 

監督職員 

 

 

20**年**月**日 

独立行政法人国際協力機構 

監督職員 ○○○○○ 殿 

 

契約案件名：  

 

【実費精算契約】コンサルタント業務従事月報（  年  月分） 

 

【受注者名】 

業務主任者 ○○○○○ ㊞ 

 

標記案件の業務従事内容について、以下のとおり報告します。 

 

１．本月の業務進捗の概要 

   別添１のとおり。 

 

２．業務従事者の従事計画／実績表 

別添２のとおり。 

 

３．翌月の現地渡航予定 

   氏名（担当名）●年●月●日～●年●月●日 

氏名（担当名）●年●月●日～●年●月●日 

 

４．個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策（以下「関連措置」） 

（1） 履行状況 

履行状況 

（いずれかに○） 

発生した問題／対応状況 

（ありの場合のみ） 

問題なし/問題あり  

（2） 当該月に締結した再委託 

再委託業務名 受注者名 
再委託先での関連措置の確認状況 

（確認後チェック） 

  □再委託先が関連措置を遵守でき

る体制にあることを確認済 

 

 

 □再委託先が関連措置を遵守でき

る体制にあることを確認済 
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※再委託先の関連措置の状況確認報告書欄は再委託契約をランプサムにて実施する場合のみ記載ください 

以上 

別添１：本月の業務進捗の概要（様式は任意） 

別添２：業務従事者の従事計画／実績表 

 

 

（注）１ 業務主任者は、契約期間の月毎に本業務従事月報を作成し、監督職員へ提出し
てください（メールベースで在外事務所へも送付してください。）。 

２ 本月報により報告のあった内容については、必要に応じ監督職員より確認を行う
場合があります。 

３ 別添２には、業務計画書作成時点での「業務従事計画」と現時点での業務従事実
績及び今後の従事計画を記入してください。 
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【様式１－２】コンサルタント業務従事月報（ランプサム契約） 

様式１－２ 

 

監督職員 

 

 

20**年**月**日 

独立行政法人国際協力機構 

監督職員 ○○○○○ 殿 

 

契約案件名：  

 

【ランプサム契約】コンサルタント業務従事月報（  年  月分） 

 

【受注者名】 

業務主任者 ○○○○○ ㊞ 

 

標記案件の業務従事内容について、以下のとおり報告します。 

 

１．本月の業務進捗の概要 

   別添１のとおり。 

 

２．翌月の現地渡航予定 

   氏名（担当名）●年●月●日～●年●月●日 

氏名（担当名）●年●月●日～●年●月●日 

 

３．個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策（以下「関連措置」） 

（１）履行状況 

履行状況 

（いずれかに○） 

発生した問題／対応状況 

（ありの場合のみ） 

問題なし/問題あり  

 

（２）当該月に締結した再委託 

再委託業務名 受注者名 
再委託先での関連措置の確認状況 

（確認後チェック） 

  □再委託先が関連措置を遵守でき

る体制にあることを確認済 

 

 

 □再委託先が関連措置を遵守でき

る体制にあることを確認済 

 

以上 

別添１：本月の業務進捗の概要（様式は任意） 
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（注）１ 業務主任者は、契約期間の月毎に本業務従事月報を作成し、監督職員へ提出し
てください（メールベースで在外事務所へも送付してください。）。 

２ 本月報により報告のあった内容については、必要に応じ監督職員より確認を行う
場合があります。 
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【様式１－３】業務従事者の従事計画／実績表（実費精算契約） 
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【様式１－４】業務従事者の渡航実績表（ランプサム契約） 
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別添資料２ 業務従事予定者の格付認定について 

 

１．格付認定方法 

 業務従事予定者の格付認定の方法は次の３つとします。 

 

① JICA 事業の実績に基づく格付認定 

JICA 事業において、過去に同じ分野で同等以上の格付により業務を受注してい

る実績があれば、必要な能力を有すると判断します。 

 

② 「業務従事者の格付の目安」13に基づく格付認定 

「監督職員」は、業務従事予定者の経歴書及び「受注者（業務主任者）」からの説

明を基に、「業務従事者の格付の目安」に照らし、当該業務を遂行する経験・能力が

あるかを判断します。「監督職員」が経験・能力的に明らかな支障は認められないと

判断する場合は、「受注者（業務主任者）」が提案した格付で承諾します。 

原則は「受注者（業務主任者）」の提案を尊重しますが、「監督職員」は、明らか

に経験・能力が不足すると判断する場合は、「受注者（業務主任者）」と協議しま

す。「受注者（業務主任者）」と十分協議し、コンサルタントチームの協業体制の中

で業務上支障なければ、当該業務従事予定者の格付のみを適切なものに変更しま

す。当該業務従事予定者の経験・能力の不足が、業務の遂行に大きな支障をもたら

す蓋然性が高いと判断される場合には、「監督職員」は「受注者（業務主任者）」に

業務従事者の見直しを指示します。 

 

③ 「給与水準」の直接確認による格付認定 

既に所属企業・団体等でその能力が評価され、当該格付の報酬単価の算定根拠と

して想定されている直接人件費月額を超える直接人件費を企業・団体等が負担して

いる場合は、当該格付を認定します。その場合には、「受注者（業務主任者）」は

「給与水準確認書（様式 2-2）」及び根拠書類（直近３か月相当の当該業務従事者

への給与明細書等）を「監督職員」に提出します。 

認定基準は「当該業務従事者への支給額（基本給及び各種手当）と事業主が負担

する法定福利費（健康保険料、年金保険料、雇用保険料等）の合計額が、直近３か

月にわたり直接人件費月額を超えていること（2022 年度以降は「国内業務／国内

業務主体」における直接人件費基準額とする）」とします。ただし、受注者で賞与等

を上記合計額に含めることも可とします（詳細は、給与水準確認書を参照してくだ

さい）。 

なお、直接人件費単価が年度によって変動しますので、契約締結時の年度のもの

を必ず使用してください。 

 

２．格付認定依頼書 

格付認定にあたっては、「受注者（業務主任者）」は、業務従事予定者の経歴書を

補足するため、格付認定依頼書（様式２－１）を作成します。理由欄で格付理由

（次の①～③）を選択し、根拠欄に根拠となる事実を記載してください。 

① 過去に JICA 事業で同等以上の格付の実績がある。 

② 経験・実績・資格等から、必要な技術水準にあると判断される。 

③ 当該格付に相当する給与水準にあると判断される。 
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【様式２－１】業務従事者の格付認定依頼書 

 
 

根拠欄は次を参考に記載してください。 

 

（１）格付理由①の場合 

該当する案件名と担当分野と格付を「根拠欄」に記載してください。 

 

＜記載例＞ 

JICA「・・・・・・業務（担当分野名）」（３号） 

 

（２） 格付理由②の場合 

国内・海外の類似業務経験、資格、特筆すべき功績など、当該格付の妥当性を示

す根拠を「根拠欄」に記載してください。 

 

＜記載例＞ 

⚫ 当該分野では 20年以上の国内の業務経験が豊富（国交省・・・業務等） 

⚫ 技術士の資格を有し、類似業務経験（ADB・・・・担当・・・・）がある 

 

（３） 格付理由③の場合 

根拠欄は「別添給与水準確認書のとおり（●号）」とし、給与水準確認書（様式２

－２）と根拠資料を添付してください。 
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【様式２－２】給与水準確認書 

 

 
 

様式２－２

担当分野：

氏名：

契約年度（注１） 2022

申請格付 3

前月 前々月 前々々月

基本給相当額（注２） ¥800,000 ¥800,000 ¥800,000

諸手当（注３） ¥146,800 ¥146,800 ¥146,800

事業主負担額（注４） ¥115,861 ¥115,861 ¥115,861

その他（注5) ¥0 ¥0 ¥0

合計額 ¥1,062,661 ¥1,062,661 ¥1,062,661

対象給与額（注６） ¥1,062,661

直接人件費 ¥1,024,000

格付の判定 認定可

（注１）契約時の報酬単価の適用年度を記入してください。

（注２）給与明細等における基本給を記入しててください。

（注４）健康保険、雇用保険、厚生年金、介護保険等、事業主負担額の合計額を記入してください。

（注６）前月、前々月、前々々月の合計額のうち最小額が表示されます。

給与水準確認書

●●

国際　太郎

備考：

（注３）給与明細等における手当（役職手当、資格手当、通勤手当、家族手当、扶養手当等）の合計額
を記入してください。ただし、時間外手当、休日出勤、出張手当は含めないでください。

（注５）給与明細書に記載の対象給与額だけでは直接人件費に達しないものの、前年の賞与の合計金額
を12で除した金額、時間外手当（割増賃金を除く）、社会保険以外の事業主負担額（退職金積立等）
の合計を加算することで、直接人件費に達する場合には、これらを合計額に加算することを認めます。
その場合には、「その他」に、これらの合計額を記載し備考欄にその内訳を記載し、給与明細書に加え
て、前年度の全ての賞与明細書、時間外手当の内訳（割増賃金以外の時間外手当を示すもの）、社会保
険以外の事業主負担の支払を証するものを追加で添付してください）。
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別添資料３ 打合簿の様式について 

 

打合簿については、契約管理上必須の打合簿については、つぎのとおり３つに類

型化します。 

 

1． 【様式３－１】打合簿（契約変更なし） 

2． 【様式３－２】打合簿（契約変更あり） 

3． 【様式３－３】打合簿（継続契約） 

 

１．の「打合簿（契約変更なし）」（様式３－１）は、打合簿のみで合意が完結す

るものです。 

それ以外の２．及び３．の打合簿は、打合簿作成以後に、「発注者」と「受注者」

との間で、契約変更や新規に契約締結の手続きが発生するもので、契約変更、継続

契約に区分しています。 

さらに、１．の「打合簿（契約変更なし）」では、その内容に応じて 17 に区分し

ます。 

これらを一覧表にまとめたものが次表です。 

 

打合簿の具体事例は、「参考資料 打合簿等事例集」を参照にしてください。 

 

表：打合簿の種類と内容区分 
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【様式３－1】打合簿（契約変更なし） 

 

 
 

①打合簿番号 打合簿の管理を容易にするため、通し番号を記載します。 

②内容区分 内容区分の選択により「契約担当課長の確認欄」も自動的に選択

されます。 

③合意内容 理由と合意（変更等）内容を簡潔に記載します。 

④金額の増減 「合意内容」に伴い発生する金額の増減（概算）を記載します。 

※実費精算契約のみで使用し、ランプサム契約では使用しません。 

⑤定額計上の

残額の使用 

「定額計上の残額の使用」の有無を選択します。「有」の場合

は、「備考欄」に対象となる定額計上の費目を記載します（例：

●●（費目名）の残額を使用）。 

※実費精算契約のみで使用し、ランプサム契約では使用しません。 

⑥備考 合意内容の補足情報を記載します。資料を添付する場合はその旨

を記載します（例：別添：●●（資料名））。 

 

なお、契約金額を増額する必要がある場合は、契約変更が必要なため「打合簿

（契約変更）」を使用してください（「打合簿（契約変更なし）」は使用しないで

ください。 
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【様式３－２】打合簿（契約変更あり） 
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【様式３－３】打合簿（継続契約） 
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別添資料４ 支払計画書の様式 

 

支払計画書は、「支払条件」と「支払計画」の２つから構成されています。 

「支払条件」は、業務実施契約約款に定められた第 16 条（前金払）と第 17 条

（部分払）を補完し、一部上書き修正するもので、具体的には、①部分払の対象業

務の設定、②履行期間が 12 か月を超える場合の前金払や部分払の取扱い19、の 2

つを規定します。 

「支払計画」は、請求予定（支払内容、回数、支払予定時期及び金額）です。 

 

 
 

 

  

  

 
19 経理処理ガイドラインの「別添資料５：コンサルタント等契約における支払いの請求について」及び「別添資料６：複数の

前金払と部分払が混在する場合の取扱い」を参照。 
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別添資料５ 自己評価表の様式 

 

様式５ 

20○○年○○月○○日 

部署名：          

部長（所長） 殿 

 

受注者名        印 

業務主任者        印 

 

案件名：                            

 

自己評価及び契約管理に関する要望について 

 

本件業務完了に際し、以下のとおり報告します。 

 

１．業務に係る自己評価 

（１）成果に関する事項20 

 

（２）実施プロセスに関する事項21 

 

２．契約監督に関する要望 

（１）監督職員の指示、承認、協議及び確認22 

 

（２）業務内容の変更23 

 

３．契約締結時点を振り返っての気付き24 

 

４．その他契約に関する要望等25 

以上 
 

  

 
20 特記仕様書及び業務計画書の記載に基づいた各作業項目（調査／計画／設計／技術移転等）における工夫、成果品の質や技

術移転の成果、先方へのインパクト等を具体的に記載してください。 
21 業務の履行管理に関する自己評価。業務計画の円滑な実施や状況に応じた柔軟な変更を行ったか？関係者とのコミュニケー

ションは十分だったか？現地での実施体制・本邦の支援体制（若手人材の育成に係る体制、業務管理グループの体制を含

む。）は機能していたか？を記載してください。 
22 業務実施の基本方針や報告書案に対する監督職員の指示、承認、協議及び確認は適時、適切（明確かつ一貫性のある）に行

われたか？また、これらは必要に応じて、適時、打合簿として記録されたか？を記載してください。 
23 業務の内容（特記仕様書及び業務計画書）は、業務上の必要性に応じて、適時、適切に変更されたか？また、必要に応じ、

適時、適切に契約変更されたか？を記載してください。 
24 特記仕様書の内容、契約条件（人月、Ｃ／Ｐの便宜供与等）などについて、契約締結時点で配慮しておくべきだった事項が

あれば記載してください。 
25 機構の契約制度全般に関し、コメント、要望等があれば記載してください。 
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別添資料６ 2023 年 10 月以前の公示案件に適用する場合の留意事項 

 

２０２３年１０月以前の公示案件で、本ガイドラインを適用する場合には、次の

点に留意してください。 

 

１． 2023年 11月以降に確定する業務従事者（交代者含む）については本ガイ

ドラインに記載する格付認定方法を適用します（既に格付が確定している業

務従事者については本ガイドラインに記載する認定方法による格付の見直し

は行いません）。 

 

２． 現地再委託費、旅費（航空賃）は、締結した契約書に準拠し、契約金額を超

えても精算可としている案件については、費目間流用の対象外とします。な

お、継続契約で改正後の契約書雛形を適用する案件についてはこの限りでは

ありません。 

以上 
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別添資料 7 成果品等提出計画表 

 

 
 

 

 

 

 

別添資料８ 在外拠点による契約相手先の検査（次ページ） 


